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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

北海道 札幌市 《都市再生プロジェクト》 

地方中枢都市のおける先進的で個性ある都市づくり 

（14.7 決定) 

＜人と環境を重視した都心づくり＞ 

○前世紀から引き継いだ都市基盤､多雪寒冷等の地域特

性を活用 

○次世紀に引き継げる人と環境を中心に据えた都心づく

りを推進 

(1)歩いて暮らせる豊かで快適な都心の創造 

(2)環境負荷の低い新たなｴﾈﾙｷﾞｰ有効利用都市の構築 

 

○学識経験者､並びに､国及び地方の関係行政機関からなる｢人と環境を重視し

た都心づくり推進協議会｣を開催(16.3) 

○｢札幌駅前通地下歩行空間整備計画｣及び｢創成川通ｱﾝﾀﾞｰﾊﾟｽ連続化に伴う地

上部再整備計画｣について､市民からの意見募集を実施(16.9､11)し､それら

を踏まえて整備計画を策定(17.3 予定) 

○｢積雪地の都市における雪冷熱ｴﾈﾙｷﾞｰの有効利用方策調査｣を継続実施中 

○学識経験者､国及び地方の関係行政機関､並びに､ｴﾈﾙｷﾞｰ関連会社からなる｢ｴ

ﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸ構築調査｣の第 1 回ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟを開催(16.11) 

  《都市再生緊急整備地域》 

○2 地域を指定（14.10) 

札幌駅･大通駅周辺地域(144ha)1 

 

札幌北四条東六丁目周辺地域(19ha)2 

 

 

○札幌市北 3 西 4 地区において､都市再生特別地区の都市計画決定(15.7)､(仮

称)ﾆｯｾｲ札幌ﾋﾞﾙの着工(16.5) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□美しいまちづくり3 

□都心部ｽﾄﾘｰﾄ文化創出ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ4 

 

○15 年度調査実施(NPO 法人日本都市計画家協会提案) 

○16 年度調査実施(NPO 法人日本都市計画家協会北海道支部提案) 

○地域再生計画「にぎわいと感動のまちづくり」と連携 

 函館市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○歴史と文化を活かしたまちづくり 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□歴史的街なみ･まちづくり5 

 

○15 年度調査実施 

 小樽市 《全国都市再生モデル調査》 

□新都市軸を活用したまちづくり6 

 

○15 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

北海道 室蘭市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

 環境まちづくり 

 ○環境産業拠点都市形成7 

 

 

○環境共生まちづくりの全国的なﾓﾃﾞﾙとなる取組として選定(15.6) 

○地域協議会において､取組を推進する上での課題･解決方策､国に対する提

案･要望等について検討｡これらを基に､16.6 に開催された関係府省連絡会議

において､各府省との間で意見交換を実施 

  《全国都市再生モデル調査》 

□ｴﾝﾀｰﾃｨﾒﾝﾄな港まちづくり8 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人羅針盤提案） 

 釧路市 《全国都市再生モデル調査》 

□｢くしろ復活宣言｣事業9 

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「にぎわいとコミュニティの再形成による釧路再生計画」と連

携 

 北見市 《全国都市再生モデル調査》 

□JR 北見駅周辺地区への各種機能の集約化による都市活

性化10 

 

○16 年度調査実施 

 夕張市 《全国都市再生モデル調査》 

□市民がつくる映像文化のまちづくり11 

 

○16 年度調査実施（(社)北海道総合研究調査会提案） 

 岩見沢市 《全国都市再生モデル調査》 

□IT まちづくり12 

 

○15 年度調査実施 

○「IT ビジネス特区」と連携 

 網走市 《全国都市再生モデル調査》 

□網走港川筋地区利活用13 

 

○15 年度調査実施 

 留萌市 《全国都市再生モデル調査》 

□留萌港を活用した対岸貿易等に関する調査14 

 

○16 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

北海道 稚内市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

都市観光の推進 

○海に開かれた交流による都市観光の推進 

○海に開かれたｹﾞｰﾄｳｪｲと中心市街地との連携強化と合

わせ､海外(ｻﾊﾘﾝ)､周辺観光地との交流を促進すること

による観光振興と市街地活性化 

 

 

○都市観光の推進のための地域別検討会を設置し､計画を策定(15.5) 

○構造改革特区･観光立国と連携 

○離島及びｻﾊﾘﾝを結ぶﾌｪﾘｰﾀｰﾐﾅﾙ､関連道路等を整備中(国交省) 

○大火跡の復興をはじめ､｢港とまちの連携｣をﾃｰﾏに観光振興､市街地活性化に

向けた施策に着手 

･複合交通ﾀｰﾐﾅﾙの整備など市街地の再開発事業を推進(国交省 15 年度～) 

･中心市街地の活性化に向け､商店街の再生､駐車場対策等のｿﾌﾄ施策推進(経

産省 15 年度～) 

○まちづくり交付金活用のための整備計画策定準備中 

○｢国際交流特区｣として､臨時開庁手数料の軽減､税関の執務時間外における

通関体制の整備を実施 

  《全国都市再生モデル調査》 

□日ロ友好最先端都市15 

 

○16 年度調査実施 

○「国際交流特区」と連携 

 千歳市 《全国都市再生モデル調査》 

□Citose KAWA-KAO Plan(千歳｢川･顔｣計画)16 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人千歳川とまちづくりの会提案） 

 滝川市 《全国都市再生モデル調査》 

□難病児のための体験施設を中核とするﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ都市再

生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ17 

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「中心市街地の再生と広域まちづくりの推進」と連携 

 恵庭市 《全国都市再生モデル調査》 

□新 水と緑のやすらぎﾌﾟﾗﾝ18 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢南島松地区｣ 

 伊達市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 
○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 



10 

都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

北海道 伊達市 《全国都市再生モデル調査》 

□伊達ｳｪﾙｼｰﾗﾝﾄﾞ構想に係る住宅流通事業化支援19 

 

 

○16 年度調査実施 

○｢全国都市再生ｲﾝ伊達｣を開催(16.6.1～2)20 

○地域再生計画「少子高齢社会に対応した豊かなまちづくり計画～伊達ウェル

シーランド構想の実現を目指して～」と連携 

 北広島市 《全国都市再生モデル調査》 

□輪厚地区地域再生21 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「W･PAC プロジェクト(輪厚パーキングエリア複合プロジェク

ト）」と連携 

 阿寒町 《全国都市再生モデル調査》 

□温泉街まるごとﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ22 

 

○16 年度調査実施（阿寒湖温泉まちづくり協議会提案） 

  23  

青森県 青森市 《全国都市再生モデル調査》 

□雪と共生した持続可能な都市づくり24 

□青函連絡船ﾒﾓﾘｱﾙｼｯﾌﾟ｢八甲田丸｣を活かした昭和の賑

わい再生25 

 

○15 年度調査実施 

○16 年度調査実施 

 弘前市 《全国都市再生モデル調査》 

□市民による活動ｲﾒｰｼﾞﾏｯﾌﾟづくり26 

 

○15 年度調査実施（TMO 弘前提案） 

 八戸市 《全国都市再生モデル調査》 

□八戸中心市街地まちなか巡りと会所場づくりによる活

性化27 

 

○16 年度調査実施 

  28  

岩手県 大船渡市等 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□海にひらこう岩手の国際化ﾌﾟﾗﾝ29 

 

○16 年度調査実施（大船渡市､盛岡市、花巻市､北上市､金ヶ崎町､江刺市､水沢

市､平泉町､一関市､遠野市等の岩手県内陸市町村） 

 花巻市 《全国都市再生モデル調査》 

□たて坂通り街なか再生30 

 

○15 年度調査実施（たて坂通り街なか再生事業推進協議会提案） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

岩手県 一関市 《全国都市再生モデル調査》 

□水辺空間を活かした城下町一関の再生31 

 

○15 年度調査実施（NPO 北上川流域連携交流会提案） 

 釜石市 《全国都市再生モデル調査》 

□｢三陸･釜石｣再活性化32 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人ｱｯﾄﾏｰｸﾘｱｽ NPO ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ提案） 

○地域再生計画「スクラム 21『チャレンジ・エコ』かまいしルネサンス計画

～ものづくり 150 年目の挑戦～」と連携 

 紫波町 《全国都市再生モデル調査》 

□潤いがある歴史や情熱を感じさせる地域づくり33 

 

○15 年度調査実施（日詰商店会提案） 

 平泉町 《全国都市再生モデル調査》 

□世界遺産登録へ向けた庭園文化都市構想34 

 

○15 年度調査実施 

  35  

宮城県 仙台市 《都市再生プロジェクト》 

地方中枢都市のおける先進的で個性ある都市づくり 

（14.7 決定） 

＜緑美しい都市の実現＞ 

○杜の都先代の既存の緑を活用しつつ､連続性をもった

緑を創出 

(1)官民協調した緑化の推進 

(2)都心部の既存の広幅員道路空間の再構成による緑の

創出 

○都心部の自動車交通量を削減 

(1)軌道系交通を基軸とした都市構造への転換 

(2)公共交通機関の利用促進 

 

○内閣官房を含む関係行政機関からなる｢緑美しい杜の都推進協議会｣を設置

(14.11)し､公共交通機関の利用促進等､都心部の自動車交通量の削減ととも

に､広幅員道路空間再構成の早期実現化に向け､交通需要ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ施策､段階

的な車線運用などについて検討･推進中 

 車線数減少による交通への影響を検証する社会実験を実施(15.11)し、実験

により得られた交通課題、市民意識等を参考に、緑化方策を検討中 

○仙台市東西線の事業許可(15.9) 

  《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定(14.10) 

仙台駅西･一番町地域（79ha)36 

○1 地域を指定(16.5) 

仙台長町駅東地域（46ha)37 

 

 

○中央一丁目第二地区第一種市街地再開発事業を都市計画決定(15.7) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

宮城県 仙台市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防犯まちづくり 

 

○防犯まちづくりモデル地区としてケーススタディ実施（15 年度） 

 塩竈市 《全国都市再生モデル調査》 

□塩竃ｳﾞｪﾈﾁｨｱ計画38 

 

○15 年度調査実施 

 古川市 《全国都市再生モデル調査》 

□ﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽに関する起業家支援ｼｽﾃﾑ39 

 

○15 年度調査実施（食のふるかわ安心特区構想推進機構提案） 

 名取市 《全国都市再生モデル調査》 

□市民参加による大規模ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰを生かしたまちづ

くり40 

 

○16 年度調査実施（ﾘﾊﾞｲﾌﾞ名取 21 提案） 

 松島町 《全国都市再生モデル調査》 

□ｳｫｰｷﾝｸﾞ･ﾄﾚｲﾙ社会実験41 

 

○15 年度調査実施 

  42  

秋田県 秋田市 《全国都市再生モデル調査》 

□中心市街地における居住を中心とした街なか回帰検討
43 

 

○16 年度調査実施 

 横手市 《全国都市再生モデル調査》 

□ﾀｳﾝﾘｿﾞｰﾄとしての駅前交流拠点44 

 

○15 年度調査実施 

 男鹿市 《全国都市再生モデル調査》 

□自然共生型文化を生かした観光の推進と中心市街地の

活性化45 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人秋田岩手横軸連携交流会提案）（男鹿市、若美町、

大潟村） 

 田沢湖町 《全国都市再生モデル調査》 

□田沢湖ﾚｲﾝﾎﾞｰｱｸｾｽ事業46 

 

○16 年度調査実施（田沢湖･角館観光ﾈｯﾄﾜｰｸ提案） 

  47  

山形県 山形県内 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□最上川夢の桜街道48 

 

○15 年度調査実施（美しい山形/最上川ﾌｫｰﾗﾑ提案） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

山形県  

長井市等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□おいたま ｵｰﾊﾞｰ ｻﾞ ﾚｲﾝﾎﾞｳ計画49 

 

○16 年度調査実施（おいたま資源循環型都市･農村づくり推進会議提案）（置

賜郡内の 7 市町村） 

○「食の安全安心＝レインボープラン特区」と連携 

 鶴岡市 《全国都市再生モデル調査》 

□元気居住拠点ﾈｯﾄﾜｰｸの形成50 

 

○16 年度調査実施（鶴岡城下町ﾄﾗｽﾄ提案） 

 酒田市 《全国都市再生モデル調査》 

□ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる地域育児支援ｺﾐｭﾆﾃｨ51 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人地域自立ｿﾌﾄｳｪｱ連携機構提案） 

  52  

福島県 福島市 《全国都市再生モデル調査》 

□ｽﾁｭｰﾃﾞﾝﾄ･ｼﾃｨを活用した都市再生53 

 

○15 年度調査実施 

○｢全国都市再生ｲﾝ福島｣を開催(16.5.21) 

 会津若松市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○通りの資源を活かした景観からのまちづくり 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

 二本松市 《全国都市再生モデル調査》 

□協議会方式による街並み･賑わいづくり54 

 

 

□伝統的温泉ﾘｿﾞｰﾄ再生55 

 

○15 年度調査実施（竹田根崎まちづくり振興会議提案） 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢二本松駅前周辺地区｣ 

 

○16 年度調査実施（岳温泉観光協会提案） 

  56  

茨城県 茨城県下 《都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ》 

大都市圏における環状道路体系の整備 (13.8 決定) 

○東京圏における環状道路の整備 

 

○圏央道つくば JCT～つくば牛久 IC 間(15.3)の供用開始 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

茨城県 茨城県下 大都市圏における都市環境ｲﾝﾌﾗの再生 （13.12 決定） 

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

○再生･創出の方策も併せて考慮した｢首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ｣

を策定(16.3)し､このｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝで掲げられた将来像の実現に向けた取組

みを推進中 

○｢保全すべき自然環境｣に｢利根川･菅生沼ｿﾞｰﾝ｣｢牛久沼ｿﾞｰﾝ｣を位置づけ､保

全を推進 

  東京圏におけるｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成 (14.7 決定) 

○東京圏において大学や試験研究機関､医療･製薬産業等

関連産業の集積拠点を形成するとともに､各拠点間の

産学官連携を推進 

○東京圏の連携体制を支え､総合的かつ集中的な支援推進を図るため､関係府

省､関係地方公共団体､地元経済団体による｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学推進協議会｣を

設置(15.1) 

 関係地方公共団体､地元経済団体､NPO からなる｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学連携会議｣

(15.3 設立)において｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基本構想｣を

取りまとめ､協議会に報告(16.2) 

○同基本構想においては､筑波研究学園都市を食料生産効率化･新薬創製の拠

点として位置づけ 

 茨城県内 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□まちづくり現場と連携したまちづくり教育57 

 

○16 年度調査実施（まちづくり教育研究会/TOSS まちづくり教育推進本部

/(財)都市防災研究所提案） 

 日立市等 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□ひたち技術ﾄﾗﾝｽﾌｧｰｾﾝﾀｰ実現化58 

 

○16 年度調査実施（日立市などの県北臨海地域(5 市 2 町 1 村)） 

 水戸市 《全国都市再生モデル調査》 

□水戸芸術館･商店街･NPO の連携による美しい街並み形

成59 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人茨城の暮らしと景観を考える会提案） 

○「いばらき美しい景観づくり特区」と連携 

 水海道市 《全国都市再生モデル調査》 

□ｼﾅﾘｵ「水海道千姫ものがたり」の充実によるまち再生60

 

○16 年度調査実施（水海道 TMO(まちづくりﾈｯﾄﾜｰｸ)提案） 

 取手市 《全国都市再生モデル調査》 

□駅圏活性化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ61 

 

○16 年度調査実施（ｱｰﾊﾞﾝｲﾝﾌﾗ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ推進会議提案） 



15 

都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

茨城県 つくば市 《全国都市再生モデル調査》 

□新田園都市構想を前提にした田園居住街区まちづくり
62 

□子供たちの通学路から発見した地域情報にもとづくｺﾐ

ｭﾆﾃｨ63 

 

○15 年度調査実施（桜中部地区まちづくり協議会提案） 

 

○16 年度調査実施（つくばｽﾏｰﾄｺﾘﾄﾞｰﾙ構想推進協議会提案） 

 大洗町 《全国都市再生モデル調査》 

□大洗海の大学を中心としたまちづくり64 

 

○15 年度調査実施 

 真壁町 《全国都市再生モデル調査》 

□歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり65 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢真壁地区｣ 

  66  

栃木県 日光市 《全国都市再生モデル調査》 

□まちづくり交通計画67 

 

○16 年度調査実施 

 小山市 《全国都市再生モデル調査》 

□路線ﾊﾞｽに代わる新たなﾊﾞｽの活用68 

 

○15 年度調査実施 

 藤原町 《全国都市再生モデル調査》 

□鬼怒川温泉再生69 

 

○16 年度調査実 

○地域再生計画「鬼怒川・川治温泉｢自分らしくなれる町」構想実現に向けて

の再生構想」と連携 

 西那須野町 《全国都市再生モデル調査》 

□西那須野町の駅前活性化ﾌﾟﾗﾝ70 

 

○15 年度調査実施 

  71  

群馬県 群馬県下 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

群馬県 前橋市 《全国都市再生モデル調査》 

□にぎわい交流空間創り72 

 

○15 年度調査実施（市街地活性化研究会提案） 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢前橋市六供地区｣･｢前橋市二中地区｣･

｢前橋市松並木地区｣･｢前橋市北前橋地区｣ 

 高崎市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

  《全国都市再生モデル調査》 

□”人・道・歴史”まちなか再生構想（夢は力）73 

 

□多数の住民による自発的生活インフラ点検に基づく都

市圏創造74 

 

□東一条通り(旧中山道)水と緑を活かした､賑わいのあ

る持続可能なまちづくり75 

 

○15 年度調査実施 

 

○15 年度調査実施（NPO ぐんま提案） 

 

 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢上中居地区｣ 

○16 年度調査実施（NPO 法人高崎やる気堂提案） 

 桐生市 《全国都市再生モデル調査》 

□ﾉｺｷﾞﾘ屋根工場群の活用による都市再生76 

 

○16 年度調査実施（ﾌｧｯｼｮﾝﾀｳﾝ桐生推進協議会提案） 

 伊勢崎市 《全国都市再生モデル調査》 

□緑豊かな環境と歴史資産活用による定住ｿﾞｰﾝの再生77 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢東部第二地区｣･｢西部地区｣ 

  □東西の二大医療ｴﾘｱを核とした｢健康医療都市 いせさ

き｣創造78 
○16 年度調査実施 

 太田市 《全国都市再生モデル調査》 

□多様な住民との協働による街並の魅力とにぎわい再生
79 

 

○15 年度調査実施 

○「太田外国語教育特区」と連携 

 榛名町 《全国都市再生モデル調査》 

□8 河川の連携活用による水辺賑わいﾌﾟﾗﾝ80 

 

○15 年度調査実施（手をつなごう北関東 300 人交流会提案） 

  81  
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

埼玉県 埼玉県下 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築 (13.6 決定) 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の環を形成 

 

 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

○彩の国資源循環工場(寄居町)において､ｻｰﾏﾙﾘｻｲｸﾙ施設､廃ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸﾘｻｲｸﾙ施

設､生ｺﾞﾐ･食品ﾘｻｲｸﾙ施設､建設廃棄物ﾘｻｲｸﾙ施設､下水汚泥等ﾘｻｲｸﾙ施設､蛍光

管ﾘｻｲｸﾙ施設､焼却灰ﾘｻｲｸﾙ施設､総合ﾘｻｲｸﾙ施設､灰ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ･食品ﾘｻｲｸﾙ施設

の 9 施設が着手･整備中 

  大都市圏における環状道路体系の整備 （13.8 決定) 

○東京圏における環状道路の整備 

 

○首都圏中央連絡自動車道の整備を推進中 

  大都市圏における都市環境ｲﾝﾌﾗの再生 (13.12 決定) 

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため､自然環境を総点検した上

で､施策を強化 

 

○再生･創出の方策も併せて考慮した｢首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ｣

を策定(16.3)し､このｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝで掲げられた将来像の実現に向けた取組

みを推進中 

○｢保全すべき自然環境｣に｢狭山丘陵ｿﾞｰﾝ｣｢三富新田ｿﾞｰﾝ｣｢荒川･江川ｿﾞｰﾝ｣

｢見沼田圃･安行ｿﾞｰﾝ｣｢草加･越谷新田ｿﾞｰﾝ｣を位置づけ､保全を推進 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

○関係省庁､自治体からなる｢東京湾再生推進会議｣を設立(14.2) 

○七箇所のｱﾋﾟｰﾙﾎﾟｲﾝﾄを設定してﾎﾟｲﾝﾄ毎の目標を定めることなどを内容とす

る｢東京湾再生のための行動計画｣を策定(15.3) 

○施策の進捗状況をﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ(16.2)、東京湾再生のためのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催

(16.7) 

  東京圏におけるｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成 (14.7 決定) 

○東京圏において大学や試験研究機関､医療･製薬産業等

関連産業の集積拠点を形成するとともに､各拠点間の

産学官連携を推進することにより､ｹﾞﾉﾑ科学の国際的

拠点を形成 

 

○東京圏の連携体制を支え､総合的かつ集中的な支援推進を図るため､関係府

省､関係地方公共団体､地元経済団体による｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学推進協議会｣を

設置(15.1) 

関係地方公共団体､地元経済団体､NPO からなる｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学連携会議｣

(15.3 設立)において｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基本構想｣を

取りまとめ､協議会に報告(16.2) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

埼玉県 さいたま市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築 (13.6 決定) 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の環を形成 

 ※15.4 より参加 

 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

  《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定(15.7) 

さいたま新都心駅周辺地域(47ha)82 

 

○さいたま新都心駅東側区域において､片倉工業㈱街区ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ｺｸｰﾝ新都心)

が竣工(16.9) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□さいたま歴史～みらい軸構想83 

 

○16 年度調査実施（さいたま市/都市づくり NPO さいたま/市民文化ｾﾝﾀｰ提案） 

 川越市 《全国都市再生モデル調査》 

□鏡山酒造跡地利用計画84 

 

○15 年度調査実施（NPO 川越蔵の会提案） 

○地域再生計画「川越市中心市街地跡地再生計画」と連携 

 熊谷市 《全国都市再生モデル調査》 

□無料化による路線ﾊﾞｽ利用実証実験85 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢上石第一地区｣ 

 川口市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（16.5) 

川口駅周辺地域(68ha)86 

 

 

○並木元町地区(ｻｯﾎﾟﾛﾋﾞｰﾙ工場跡地)において､分譲住宅棟が着工(16.10) 

 春日部市 《全国都市再生モデル調査》 

□《劇場都市》づくり87 

 

○15 年度調査実施 

 深谷市 《全国都市再生モデル調査》 

□市民による歴史的建造物調査･活用実験88 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人深谷にぎわい工房提案） 

 草加市 《全国都市再生モデル調査》 

□街なみ・川なみ「今様・草加宿」の創出89 

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「『今様・草加宿』地域再生プロジェクト」と連携 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

埼玉県 

 

戸田市 《全国都市再生モデル調査》 

□密集市街地の整備事業の導入に向けた共同化ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝ

づくり90 

 

○15 年度調査実施（川岸地区まちづくり推進協議会提案） 

 新座市 《全国都市再生モデル調査》 

□観光都市にいざづくり91 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「観光都市にいざ・雑木林とせせらぎのあるまちづくり」と連

携 

 坂戸市 《全国都市再生モデル調査》 

□｢農と健康市民大学｣の実践92 

 

○15 年度調査実施 

  93  

千葉県 千葉県下 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築 (13.6 決定) 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の環を形成 

 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

○千葉臨海部において､ｴｺｾﾒﾝﾄ製造施設､直接溶融施設､ﾒﾀﾝ発酵ｶﾞｽ化施設の 3

施設が整備完了･稼働｡着手･整備中は､廃木材･廃ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸﾘｻｲｸﾙ施設 1 施設 

  大都市圏における環状道路体系の整備 (13.8 決定) 

○｢東京圏における環状道路の整備｣ 

 

○首都圏中央連絡自動車道､東京外かく環状道路の整備を推進中 

  大都市圏における国際交流・物流機能の強化 (13.8 決定)

＜空港の機能強化と空港アクセスの利便向上＞ 

○需要に応じた時機を失することのない空港整備、アク

セスの利便性向上の一体的推進 

 

○成田空港の暫定平行滑走路供用開始（14.4） 

○成田高速鉄道アクセス事業の推進により空港アクセスの利便性を向上 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

千葉県 千葉県下 大都市圏における都市環境ｲﾝﾌﾗの再生 (13.12 決定) 

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全｡このため､自然環境を総点検した上

で､施策を強化 

 

○再生･創出の方策も併せて考慮した｢首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ｣

を策定(16.3)し､このｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝで掲げられた将来像の実現に向けた取組

みを推進中 

○｢保全すべき自然環境｣に｢葛西臨海ｿﾞｰﾝ｣｢市川･船橋の台地ｿﾞｰﾝ｣｢三番瀬ｿﾞｰ

ﾝ｣｢利根川･菅生沼ｿﾞｰﾝ｣｢手賀沼ｿﾞｰﾝ｣｢印旛沼ｿﾞｰﾝ｣｢東千葉の台地ｿﾞｰﾝ｣｢盤

洲･小櫃川ｿﾞｰﾝ｣｢鹿野山ｿﾞｰﾝ｣｢富津岬ｿﾞｰﾝ｣を位置づけ､保全を推進 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

○関係省庁､自治体からなる｢東京湾再生推進会議｣を設立(14.2) 

○七箇所のｱﾋﾟｰﾙﾎﾟｲﾝﾄを設定してﾎﾟｲﾝﾄ毎の目標を定めることなどを内容とす

る｢東京湾再生のための行動計画｣を策定(15.3) 

○施策の進捗状況をﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ(16.2)、東京湾再生のためのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催

(16.7) 

  東京圏におけるｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成 (14.7 決定) 

○東京圏において大学や試験研究機関､医療･製薬産業等

関連産業の集積拠点を形成するとともに､各拠点間の

産学官連携を推進することにより､ｹﾞﾉﾑ科学の国際的

拠点を形成 

 

○東京圏の連携体制を支え､総合的かつ集中的な支援推進を図るため､関係府

省､関係地方公共団体､地元経済団体による｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学推進協議会｣を

設置(15.1) 

関係地方公共団体､地元経済団体､NPO からなる｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学連携会議｣

(15.3 設立)において｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基本構想｣を

取りまとめ､協議会に報告(16.2) 

○同基本構想においては､かずさｱｶﾃﾞﾐｱﾊﾟｰｸを融合生命科学及び国際研究開発

交流の拠点､千葉地域をｹﾞﾉﾑ科学を活かしたｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ医療･予防の研究開発

の拠点､柏･東葛地域を新領域ｹﾞﾉﾑ健康科学の拠点として位置づけ 

 館山市等 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□地域交通網の再構築94 

 

○16 年度調査実施（館山市､富浦町､富山町､鋸南町､三芳村､白浜町､千倉町､丸

山町､和田町､ 天津小湊町） 

○地域再生計画「花と海の南房総観光交流空間プロジェクト」と連携 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

千葉県 千葉市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築 (13.6 決定) 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の環を形成 

  

 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

  《都市再生緊急整備地域》 

○3 地域を指定（14.10) 

千葉蘇我臨海地域(116ha)95 

千葉駅周辺地域(28ha)96 

 

千葉みなと駅西地域(21ha)97 

 

 

 

○千葉中央第六地区市街地再開発事業を都市計画決定(15.8)､事業認可

(15.12) 

 銚子市 《全国都市再生モデル調査》 

□ﾏﾘｰﾅを活用した人づくり街づくり98 

 

○15 年度調査実施（(社)日本ﾏﾘｰﾅﾋﾞｰﾁ協会/NPO ｼｰﾕｰｽｸﾗﾌﾞ銚子提案） 

 市川市 《全国都市再生モデル調査》 

□環境再生と産業再生が一体となった三番瀬に向き合う

街づくり99 

 

□犯罪から子供たちを守るまちづくり100 

 

○16 年度調査実施 

 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「子育て、福祉、介護、健康、安全等の財・サービス(地域通

貨)による地域再生」と連携 

 木更津市 《全国都市再生モデル調査》 

□みなと木更津再生構想101 

 

□効率的かつ効果的な都市資産(民間資産+公共資産)の

再構築102 

 

○15 年度調査実施 

 

○16 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

千葉県 佐原市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○歴史的資源を活かした中心市街地活性化計画 

 

《全国都市再生モデル調査》 

□成田ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ･短期滞在の外国人観光客に短時間で歴史

的たたずまいのある本当の日本を見てもらう実証実験
103 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

 

○15 年度調査実施  

○｢全国都市再生ｲﾝ佐原｣を開催(16.4.28) 

○地域再生計画「元気回復・北総地域観光交流空間プロジェクト」と連携 

 柏市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（15.7) 

柏駅周辺地域(20ha)104 

 

○柏市と都市基盤整備公団が柏駅西口北地区における都市の再生に資する事

業の事業化の推進に関する基本協定｣を締結(15.10) 

○柏駅東口 A 街区第二地区市街地再開発準備組合が大和ﾊｳｽ工業株式会社と事

業協力に関する協定書｣を締結(16.6) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□豊四季台地区再生105 

 

○15 年度調査実施（豊四季台団地の再生を考える会/都市基盤公団千葉地域支

社提案） 

 鎌ヶ谷市 《全国都市再生モデル調査》 

□駅周辺を快適な暮らしが可能な街へ106 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人 KAO(ｶｵ)の会提案） 

 富里市 《全国都市再生モデル調査》 

□ｼｮｰﾄｴｸｽﾁｪﾝｼﾞﾂｰﾘｽﾄ調査107 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人ｴﾑ･ｴｽ･ﾋﾟｰ提案） 

 富浦町 《全国都市再生モデル調査》 

□道の駅の連携と地方交通機関の結節による地域振興108 

 

○15 年度調査実施 

  109  
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

東京都 東京都下 《都市再生プロジェクト》 

東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

(13.6 決定) 

○現地対策本部機能を確保するため､水上輸送等と連携

した基幹的広域防災拠点を整備 

 

○東京都臨海部有明の丘地区における整備着手(14.12) 

・有明の丘地区（13.2ha） 

  合同現地対策本部施設、医療支援基地等 

○東京湾臨海部基幹的広域防災拠点整備基本計画策定(16.1) 

○用地権原の確保(15 年度～)､基本設計及び実施設計を実施(16 年度) 

○本部棟及び施設棟に関して整備基本計画を変更(16.8) 

○19 年度一部供用開始予定 

  大都市圏におけるゴミゼロ型都市の再構築 (13.6 決定) 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の｢環｣を形成 

 

 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

○東京湾臨海部において､廃情報機器類のﾘｻｲｸﾙ施設の 1 施設が整備完了･稼

働｡着手･整備中は､PCB 廃棄物の無害化処理施設､ｶﾞｽ化溶融等発電施設､建設

混合廃棄物､食品廃棄物等のﾘｻｲｸﾙ施設等の 8 施設 

  大都市圏における国際交流･物流機能の強化 (13.8 決定)

＜空港の機能強化と空港アクセスの利便性向上＞ 

○需要に応じた時機を逸することにない空港整備、首都

圏においては、国際化も視野に入れた空港の機能強化

とアクセスの利便性向上を一体的に推進 

 

○羽田空港再拡張事業について、16 年度予算において事業化が認められた。

16 年度には、新設滑走路等の入札契約手続、環境影響評価手続、PFI 手法等

を用いた国際線地区の整備に係る制度設計等の検討調整を実施中 

○京急蒲田駅の改善事業の推進等、空港アクセスの利便性向上 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

東京都 東京都下 ＜港湾＞ 

○大都市圏の国際港湾において､｢いつでも､より速く､よ

り安く｣を目標に､港湾の 24 時間ﾌﾙｵｰﾌﾟﾝ化や輸出入等

の手続きのﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ化､国際ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ機能強化を

推進 

○ｱｼﾞｱ主要港を凌ぐｺｽﾄ･ｻｰﾋﾞｽ水準の実現を目指すｽｰﾊﾟｰ

中枢港湾ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進 

○東京港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について､元日を除く 364 日 24 時間化が実現(13.11) 

○通関における検査時間の大幅な短縮を図るとともに､効果的かつ効率的な検

査を実施するため､ｺﾝﾃﾅをそのまま検査できる大型 X 線検査装置を配備 

○輸出入･港湾関連手続きのﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽを実現(15.7) 

○湾内ﾉﾝｽﾄｯﾌﾟ航行の実現に向けて､東京湾口航路の整備､航行管制･支援機能

強化のための整備を実施中 

○国際水準の高規格ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備等の物流機能強化策を展開中 

○京浜港をｽｰﾊﾟｰ中枢港湾に指定し(16.7)､これらの港においてﾀｰﾐﾅﾙｼｽﾃﾑの統

合･大規模化､IT 化等に係る社会実験を実施中 

  大都市圏における環状道路体系の整備 (13.8 決定) 

○東京圏における環状道路の整備 

 

○中央環状王子線等の供用開始(14.12)､中央環状品川線の都市計画決定

(16.11) 

○東京外かく環状道路(関越～東名)については､計画の具体化に向けて構想段

階における PI として協議会を実施(～16.10) 

○首都圏中央連絡自動車道(青梅 IC～日の出 IC)の供用開始(14.3) 

  大都市圏における都市環境インフラの再生 (13.12 決定)

＜自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全｡このため､自然環境を総点検した上

で､施策を強化 

 

○再生･創出の方策も併せて考慮した｢首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ｣

を策定(16.3)し､このｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝで掲げられた将来像の実現に向けた取組

みを推進中 

○｢保全すべき自然環境｣に｢多摩丘陵ｿﾞｰﾝ｣｢多摩川右岸崖線ｿﾞｰﾝ｣｢国分寺崖線

ｿﾞｰﾝ｣｢多摩の森林ｿﾞｰﾝ｣を位置づけ､保全を推進 

  ＜河川の再生＞ 

○神田川･日本橋川をﾓﾃﾞﾙに再生構想の策定､渋谷川･古

川の再生に着手 

 

○｢神田川流域水循環系再生構想｣の策定(15.6)に引き続き､｢神田川再生構想

検討会｣を設置(16.2)し､まちづくりとの連携を踏まえた都市河川の将来に

向けての構想を策定予定 

○渋谷川･古川については､河川環境整備事業を実施中 

  ＜水循環系再生構想の策定＞ 

○ﾓﾃﾞﾙ流域を選定し､水循環系再生構想の策定に着手 

○水循環系再生構想の策定については､ﾓﾃﾞﾙ流域として神田川､寝屋川を選定

し､再生構想を策定(15.6) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

東京都 東京都下 ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の｢海｣の再生 

○関係省庁､自治体からなる｢東京湾再生推進会議｣を設立(14.2) 

○七箇所のｱﾋﾟｰﾙﾎﾟｲﾝﾄを設定してﾎﾟｲﾝﾄ毎の目標を定めることなどを内容とす

る｢東京湾再生のための行動計画｣を策定(15.3) 

○施策の進捗状況をﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ(16.2)、東京湾再生のためのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催

(16.7) 

  ＜臨海部における緑の拠点形成＞ 

○東京港中央防波埋立内側において大規模な森を整備 

○東京都港湾審議会において「海の森（仮称）」構想（中間のまとめ）を策定

（16.11） 

  東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形成 (14.7 決定) 

○東京圏において大学や試験研究機関､医療･製薬産業等

関連産業の集積拠点を形成するとともに､各拠点間の

産学官連携を推進することにより､ｹﾞﾉﾑ科学の国際的

拠点を形成 

 

○東京圏の連携体制を支え､総合的かつ集中的な支援推進を図るため､関係府

省､関係地方公共団体､地元経済団体による｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学推進協議会｣を

設置(15.1) 

関係地方公共団体､地元経済団体､NPO からなる｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学連携会議｣

(15.3 設立)において｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基本構想｣を

取りまとめ､協議会に報告(16.2) 

○同基本構想においては､東京臨海部を探索型医療､ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ等の拠点､

多摩地域をﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ等による創薬･ﾊﾞｲｵﾂｰﾙ･健康監視技術･環境浄化技術の

拠点として位置づけ 

 多摩市、八王

子市、稲城

市、町田市 

〈ニュータウン再生〉 ○居住者ニーズの変化に対応したニュータウン再活性化方策検討（15 年度都

市再生プロジェクト推進費による調査） 

 東京都下 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防災まちづくり 

 

○企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企業と防災の在り方

について方向性のとりまとめ(15.4) 

○中央防災会議専門調査会において｢民間と市場の力を活かした防災戦略の基

本的提言｣をとりまとめ(16.10) 

  高齢者の安心まちづくり ○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

  《全国都市再生モデル調査》※都内広域で実施分 

□生活拠点鉄道駅立体化110 

 

○15 年度調査実施 

  □低コスト無電柱化による美しい街並み再生111 ○15 年度調査実施 
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東京都 東京都下 □密集市街地内の都市計画道路及び沿道一体整備手法112 ○15 年度調査実施 

  □運河ルネッサンス構想113 ○16 年度調査実施 

  □「緑の島」狭山丘陵連携保全・活用114 ○16 年度調査実施 

 千代田区 《都市再生プロジェクト》 

ＰＦＩ手法の一層の展開 (13.8 決定) 

国有地の戦略的な活用による都市拠点形成 (15.1 決定) 

○大手町合同庁舎跡地の活用による国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ拠点の再

生 

○中央合同庁舎第 7 号館の整備を契機とした国有地を含

む街区全体の再開発 

 

○九段第 3 合同庁舎･千代田区役所本庁舎整備事業について､民間事業者を選

定(16.4) 

○東京都､千代田区､都市再生機構及び民間事業者により､事業推進に向けた

｢大手町まちづくり基本合意書｣を締結(16.10) 

○中央合同庁舎第 7 号館(文部科学省･会計検査院の建替え)の整備等につい

て､民間事業者と事業契約を締結(15.6) 

○また同庁舎のある霞ヶ関三丁目南地区の街区について､市街地再開発事業の

施行認可(16.6) 

  《都市再生緊急整備地域》 

○2 地域を指定 (14.7) 

 東京駅･有楽町駅周辺地域(320ha)115  

 (千代田区･中央区) 

 

 

 

＜東京駅･有楽町駅周辺地域＞ 

○大手町まちづくり推進会議(関係地権者､東京都､千代田区等)が､連鎖型都市

再生の基本方針等を公表(16.3)､ 

東京都･千代田区･都市再生機構･民間事業者が事業推進に向けた｢大手町ま

ちづくり基本合意書｣を締結(16.10) 

○八重洲･日本橋地区において､都営浅草線の東京駅接着､日本橋川再生等に係

る地方公共団体等からの提案等を踏まえ､再開発の調査に着手 

○東京駅周辺の｢特例容積率適用区域｣において､東京駅舎の未利用容積を活用

した(仮称)東京ﾋﾞﾙの建替着工(15.10)､丸の内 1 丁目 1 街区竣工･（仮称）東

京駅八重洲口開発着工(16.9) 

○みずほ銀行大手町本部ﾋﾞﾙ(旧富士銀行本店)再開発事業について､日本政策

投資銀行による都市再生ﾌｧﾝﾄﾞを適用(16.2) 

○大手町･丸の内地区について､容積率を 1300%に変更(16.6) 

○（仮称）東京駅八重洲口開発事業について、金融支援等のための国土交通大

臣認定（16.12） 
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東京都 千代田区  環状二号線新橋周辺･赤坂･六本木地域(590ha) 

 (千代田区･港区) 

 

＜環状二号線新橋周辺･赤坂･六本木地域＞ 

○中央合同庁舎第 7号館について､PFI 事業者を選定(15.4)､地区計画の変更等

都市計画決定(16.3)､霞が関三丁目南地区市街地再開発事業の施行認可

(16.6) 

  ○1 地域を指定 (14.7) 

 秋葉原･神田地域(160ha)116 

 (千代田区･台東区) 

＜秋葉原･神田地域＞ 

○秋葉原 IT ｾﾝﾀｰ(仮称)秋葉原 1 街区着工(15.5)､秋葉原 3-1 街区着工(15.8) 

○(仮称)UDX ﾋﾞﾙ計画(秋葉原 3-1 街区)について､日本政策投資銀行による都市

再生ﾌｧﾝﾄﾞを適用(15.9)､金融支援等のための国土交通大臣認定(15.10) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□空きビルの学生マンションへのコンバージョンによる

都市再生117 

 

○15 年度調査実施 

  □都市排熱処理システム118 ○16 年度調査実施（大手町･丸の内･有楽町地区再開発計画推進協議会提案） 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防災まちづくり 

 

○企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企業と防災の在り方

について方向性のとりまとめ(15.4) 

○中央防災会議専門調査会において｢民間と市場の力を活かした防災戦略の基

本的提言｣をとりまとめ(16.10) 

○防災まちづくりﾓﾃﾞﾙ事業として｢大丸有地区｣の事例を検討 

  高齢者の安心まちづくり ○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 中央区 《都市再生緊急整備地域》 

○2 地域を指定 (14.7) 

○中央区の一部を拡張 (15.7) 

 東京駅･有楽町駅周辺地域(320ha) 

(千代田区･中央区) 

 

 

 

＜東京駅･有楽町駅周辺地域＞ 

･千代田区を参照 
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東京都 中央区  東京臨海地域(1,015ha)119 

 (中央区･港区･江東区) 

＜東京臨海地域＞ 

○晴海三丁目西地区市街地再開発事業を都市計画決定(15.1) 

○東京都都市計画晴海防潮施設の都市計画決定(15.11) 

○晴海二丁目土地区画整理事業の事業認可(16.2) 

○晴海二丁目地区都市再生事業について､金融支援等のための国土交通大臣認

定(16.2) 

○勝どき六丁目地区市街地再開発事業の事業認可(16.11)､ 

金融支援等のための国土交通大臣認定(16.12) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□東京駅前地域における都市再生120 

 

○16 年度調査実施 

 港区 《都市再生プロジェクト》 

ＰＦＩ手法の一層の展開 (13.8 決定) 

○東京都営南青山一丁目団地の建替えは､事業者と基本協定を締結(14.10)し､

工事着工(16.3) 

  《都市再生緊急整備地域》 

○2 地域を指定 (14.7) 

 環状二号線新橋周辺･赤坂･六本木地域(590ha) 121 

 (千代田区･港区) 

 

 

＜環状二号線新橋周辺･赤坂･六本木地域＞ 

○環状第二号線新橋･虎ﾉ門地区市街地再開発事業の認可(14.10)､第 1 工区の

管理処分計画決定(16.4) 

○都営南青山一丁目団地建替ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(PFI 的手法による)について､金融支援

等のための国土交通大臣認定(15.1)､工事着工(16.3) 

○六本木防衛庁跡地地区において､赤坂九丁目地区地区計画(再開発等促進区)

の都市計画変更(15.3､16.11)､ 

金融支援等のための国土交通大臣認定･工事着工(16.5) 

○汐留地区において､A 街区まち開き(14.10)15 年度中に､B､C､D(一部)､E 街区

及び西地区のﾁｯﾀ･ｲﾀﾘｱ広場がｵｰﾌﾟﾝ 

○六本木六丁目市街地再開発事業（六本木ﾋﾙｽﾞ）竣工(15.4) 

○赤坂四丁目薬研坂北地区市街地再開発事業の施行認可(15.1)､赤坂四丁目薬

研坂南地区市街地再開発事業の事業認可(16.10) 

○環状二号線(新橋～虎ﾉ門間:地下ﾄﾝﾈﾙ部)都市計画事業の認可(15.10) 
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東京都 港区  東京臨海地域(1,015ha)  

 (中央区･港区･江東区) 

＜東京臨海地域＞ 

○臨海副都心青海地区地区計画(再開発等促進区)の都市計画変更(15.8､

16.11) 

○臨海副都心台場地区地区計画(再開発等促進区)の都市計画変更(16.1) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□新たな都市環境インフラ122 

 

○15 年度調査実施（地球環境共生型都市推進協議会提案） 

 新宿区 《都市再生緊急整備地域》 

○2 地域を指定 (14.7) 

○新宿区の一部を拡張 (15.7) 

 新宿駅周辺地域(220ha)123 

 

 

 

 

 

 環状四号線新宿富久沿道地域(10ha)124 

＜新宿駅周辺地域＞ 

○西新宿六丁目西第六地区及び第七地区市街地再開発事業を都市計画決定

(14.11) 

○北新宿地区市街地再開発事業の事業計画変更（14.12） 

○西新宿八丁目成子地区市街地再開発事業を都市計画決定(15.7)､事業認可

(16.6) 

○西新宿六丁目西第七地区市街地再開発事業の事業認可(15.8) 

○西新宿六丁目西第六地区市街地再開発事業の事業認可(16.1) 

○新宿三丁目東地区市街地再開発事業の施行認可(16.6) 

 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防災まちづくり 

 

○企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企業と防災の在り方

について方向性のとりまとめ(15.4) 

○中央防災会議専門調査会において｢民間と市場の力を活かした防災戦略の基

本的提言｣をとりまとめ(16.10) 

○防災まちづくりﾓﾃﾞﾙ事業として｢早稲田商店街｣の事例を検討 

  《全国都市再生モデル調査》 

□「都の西北地域」再生構想125 

□副都心直近地域における官民連携のまちづくり126 

 

○15 年度調査実施（「都の西北地域」都市再生推進研究会提案） 

○16 年度調査実施（西新宿四丁目南地区のまちづくりを考える会提案） 
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東京都 台東区 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定 (14.7) 

 秋葉原･神田地域(160ha)  

 (千代田区･台東区) 

＜秋葉原･神田地域＞ 

･千代田区参照 

  《全国都市再生モデル調査》 

□｢上野-浅草｣連携による観光まちづくり127 

 

○16 年度調査実施（(財)都市みらい推進機構提案） 

 江東区 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定 (14.7) 

 東京臨海地域(1,015ha) 

 (中央区･港区･江東区) 

＜東京臨海地域＞ 

○臨海副都心有明南地区地区計画(再開発等促進区)の都市計画変更(15.3､8､

11) 

○臨海副都心有明南 LM2･3 区画開発事業について､金融支援等のための国土交

通大臣認定(15.5) 

○豊洲二･三丁目地区地区計画(再開発等促進区)の都市計画変更(15.11､

16.11) 

○豊洲二丁目土地区画整理事業の施行認可(15.11) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□防災対策を考慮した水と緑のネットワーク再生128 

  

○15 年度調査実施（NPO 法人江東区の水辺に親しむ会提案） 

 品川区 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定 (14.7) 

 大崎駅周辺地域(60ha)129 

 (品川区) 

＜大崎駅周辺地域＞ 

○大崎駅東口第三地区市街地再開発事業を事業認可(15.7) 

○大崎駅西口 E 東地区について､都市再生特別地区を都市計画決定、地区計画

(再開発等促進区)の都市計画変更(16.1) 

○大崎駅西口 A 地区について､地権者が都市再生特別地区の都市計画提案

(16.10) 

○品川区を中心とした｢まちづくり連絡会｣が｢大崎駅周辺地域都市再生ﾋﾞｼﾞｮ

ﾝ｣を作成･公表(16.11) 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 目黒区 《都市再生プロジェクト》 

ＰＦＩ手法の一層の展開 (13.8 決定) 

○国家公務員宿舎整備事業（駒沢住宅）について、民間事業者と事業計画を締

結（14.11） 

○東京大学駒場ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞの PFI 事業者について募集開始(16 年度) 
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東京都 目黒区 《全国都市再生モデル調査》 

□サスティナブルな地域システム検討（自由が丘地区）130

 

○16 年度調査実施（㈱ｼﾞｪｲ･ｽﾋﾟﾘｯﾄ提案） 

 大田区 《全国都市再生モデル調査》 

□複数駅周辺における再開発事業の（リンケージによる）

相互利益実現に向けたマネージメント手法131 

 

○16 年度調査実施 

 世田谷区 《都市再生プロジェクト》 

ＰＦＩ手法の一層の展開 (13.8 決定) 

 

○国家公務員宿舎整備事業(池尻住宅)について､民間事業者と事業契約を締結

(14.12) 

 渋谷区 《全国都市再生モデル調査》 

□音楽の見えるまちづくり132 

 

○16 年度調査実施（渋谷百軒店商店会提案） 

 杉並区 《全国都市再生モデル調査》 

□久我山駅前地区まちづくり133 

 

○16 年度調査実施（久我山まちづくりの会提案） 

 豊島区 《全国都市再生モデル調査》 

□池袋東口地区 LRT 導入ケーススタディ134 

□映画による｢まち｣の再生135 

 

《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防災まちづくり 

 

○15 年度調査実施 

○16 年度調査実施（池袋ｼﾈﾏ振興会提案） 

○地域再生計画「文化芸術創造都市の形成」と連携 

 

○企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企業と防災の在り方

について方向性のとりまとめ(15.4) 

○中央防災会議専門調査会において｢民間と市場の力を活かした防災戦略の基

本的提言｣をとりまとめ(16.10) 

○防災まちづくりﾓﾃﾞﾙ事業として｢目白地区｣の事例を検討 

 北区 《都市再生プロジェクト》 

ＰＦＩ手法の一層の展開 (13.8 決定) 

 

○国家公務員宿舎整備事業(赤羽住宅)について､民間事業者と事業契約を締結

(14.12) 

  《全国都市再生モデル調査》 

□密集市街地の改善と地域住宅の供給方策の検討136 

 

○15 年度調査実施（（財）北区まちづくり公社提案） 
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東京都 北区 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 荒川区 《全国都市再生モデル調査》 

□木造住宅密集地域における新たな再生制度137 

 

○15 年度調査実施 

 板橋区 《全国都市再生モデル調査》 

□コミュニティカと GIS シミュレーションを活用した密

集市街地の防災まちづくり138 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人東京いのちのポータルサイト提案） 

 足立区 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防犯まちづくり 

 

《全国都市再生モデル調査》 

□「産官学民」地域プラットフォームの構築による「足

立区」再生プロジェクト139 

  

○防犯まちづくりモデル地区としてケーススタディ実施（15 年度） 

 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人 NPO ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ提案） 

 

 

 葛飾区 《全国都市再生モデル調査》 

□浸水シミュレーションによる防災まちづくり140 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人｢ｱ!安全･快適街づくり｣提案） 

 江戸川区 《全国都市再生モデル調査》 

□権利関係輻輳地区における合意形成141 

 

○16 年度調査実施 

 調布市 《全国都市再生モデル調査》 

□地下連立に伴う都市デザインコーディネート142 

 

○15 年度調査実施 

 多摩市 《全国都市再生モデル調査》 

□多摩ニュータウンにおける高齢化社会に対応した移動

円滑化143 

 

○16 年度調査実施 

  144  
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神奈川県 神奈川県下 《都市再生プロジェクト》 

東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

 (13.6 決定) 

○現地対策本部機能を確保するため､水上輸送等と連携

した基幹的広域防災拠点を整備 

 

○川崎市臨海部東扇島地区における整備着手(14.12) 

 ・東扇島地区（川崎市）（15.8ha） 

   物流ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀｰ、輸送中継基地等 

○東京湾臨海部基幹的広域防災拠点整備基本計画策定(16.1) 

○用地権原の確保(15 年度～)､基本設計及び実施設計を実施(16 年度) 

○本部棟及び施設棟に関して整備基本計画を変更(16.8) 

○19 年度一部供用開始予定 

  大都市圏におけるｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築 （13.6 決定）

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の｢環｣を形成 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

○京浜臨海部(川崎市･横浜市)では､整備完了･稼働が 8 施設(廃ﾌﾟﾗ製ｺﾝｸﾘｰﾄ型

枠ﾊﾟﾈﾙ製造施設､難再生古紙ﾘｻｲｸﾙ施設､廃ﾌﾟﾗｱﾝﾓﾆｱ原料化施設､ﾍﾟｯﾄ to ﾍﾟｯﾄ

ﾘｻｲｸﾙ施設､廃蛍光管ﾘｻｲｸﾙ施設､廃木材･廃ﾌﾟﾗﾘｻｲｸﾙ施設､食品廃棄物ﾘｻｲｸﾙ施

設) 

  大都市圏における環状道路体系の整備 （13.8 決定） 

○東京圏における環状道路の整備 

○首都圏中央連絡自動車道の整備を推進中 

○横浜環状線の整備を推進するとともに､北側区間と東名高速との接続区間の

計画を早急に進める 

  大都市圏における都市環境ｲﾝﾌﾗの再生 （13.12 決定） 

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとま

りのある自然を保全｡このため､自然環境を総点検し

た上で､施策を強化 

○再生･創出の方策も併せて考慮した｢首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ｣

を策定(16.3)し､このｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝで掲げられた将来像の実現に向けた取組

みを推進中 

○｢保全すべき自然環境｣に｢三浦半島ｿﾞｰﾝ｣｢湘南丘陵ｿﾞｰﾝ｣｢横浜の丘ｿﾞｰﾝ｣｢八

菅山･荻野ｿﾞｰﾝ｣｢相模原ｿﾞｰﾝ｣｢多摩丘陵ｿﾞｰﾝ｣｢多摩川右岸崖線ｿﾞｰﾝ｣を位置

づけ､保全を推進 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の｢海｣の再生 

○関係省庁､自治体からなる｢東京湾再生推進会議｣を設立(14.2) 

○七箇所のｱﾋﾟｰﾙﾎﾟｲﾝﾄを設定してﾎﾟｲﾝﾄ毎の目標を定めることなどを内容とす

る｢東京湾再生のための行動計画｣を策定(15.3) 

○施策の進捗状況をﾁｪｯｸｱｯﾌﾟ(16.2)、東京湾再生のためのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催

(16.7) 
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神奈川県 神奈川県下 東京圏におけるｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成 （14.7 決定） 

○東京圏において大学や試験研究機関､医療･製薬産業

等関連産業の集積拠点を形成するとともに､各拠点間

の産学官連携を推進することにより､ｹﾞﾉﾑ科学の国際

的拠点を形成 

○東京圏の連携体制を支え､総合的かつ集中的な支援推進を図るため､関係府

省､関係地方公共団体､地元経済団体による｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学推進協議会｣を

設置(15.1) 

関係地方公共団体､地元経済団体､NPO からなる｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学連携会議｣

(15.3 設立)において｢東京圏ｹﾞﾉﾑ科学の国際拠点形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基本構想｣を

取りまとめ､協議会に報告(16.2) 

○同基本構想においては､横浜臨海部をﾌﾟﾛﾃｵｰﾑ､ﾊﾞｲｵﾂｰﾙ等の拠点､川崎臨海部

をﾌｧｰﾏｺｹﾞﾉﾑ健康科学融合研究開発の拠点として位置づけ 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 横須賀市等 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □相模湾沿岸地域における邸園文化圏再生145 

 

○16 年度調査実施（邸園文化調査団提案）（横須賀市、鎌倉市、逗子市、藤沢

市、平塚市、茅ヶ崎市、小田原市、大磯町、二宮町、真鶴町、湯河原町） 

 横浜市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築 （13.6 決定）

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の｢環｣を形成 

 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

○京浜臨海部(川崎市･横浜市)では､整備完了･稼働が 8 施設(廃ﾌﾟﾗ製ｺﾝｸﾘｰﾄ型

枠ﾊﾟﾈﾙ製造施設､難再生古紙ﾘｻｲｸﾙ施設､廃ﾌﾟﾗｱﾝﾓﾆｱ原料化施設､ﾍﾟｯﾄ to ﾍﾟｯﾄ

ﾘｻｲｸﾙ施設､廃蛍光管ﾘｻｲｸﾙ施設､廃木材･廃ﾌﾟﾗﾘｻｲｸﾙ施設､食品廃棄物ﾘｻｲｸﾙ施

設) 
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神奈川県 横浜市 大都市圏における国際交流･物流機能の強化 （13.8 決定）

＜港湾＞ 

○大都市圏の国際港湾において､｢いつでも､より速く､

より安く｣を目標に､港湾の24時間ﾌﾙｵｰﾌﾟﾝ化や輸出入

等の手続きのﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ化､国際ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ機能強

化を推進 

○ｱｼﾞｱ主要港を凌ぐｺｽﾄ･ｻｰﾋﾞｽ水準の実現を目指すｽｰﾊﾟ

ｰ中枢港湾ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを推進 

○横浜港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について､元日を除く 364 日 24 時間化が実現(13.11) 

○通関における検査時間の大幅な短縮を図るとともに､効果的かつ効率的な検

査を実施するため､ｺﾝﾃﾅをそのまま検査できる大型 X 線検査装置を配備 

○輸出入･港湾関連手続きのﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽを実現(15.7) 

○湾内ﾉﾝｽﾄｯﾌﾟ航行の実現に向けて､東京湾口航路の整備､航行管制･支援機能

強化のための整備を実施中 

○国際水準の高規格ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備等の物流機能強化策を展開中 

○京浜港をｽｰﾊﾟｰ中枢港湾に指定し(16.7)､これらの港においてﾀｰﾐﾅﾙｼｽﾃﾑの統

合･大規模化､IT 化等に係る社会実験を実施中) 

  《都市再生緊急整備地域》 

 ○1 地域を指定（14.7） 

  横浜みなとみらい地域(141ha)146 

 

 

   ○4 地域を指定（14.10) 

  横浜山内ふ頭地域(7ha)147 

 

○山内ふ頭周辺地区土地区画整理事業の事業認可(15.3)､都市再生特別地区の

都市計画決定(15.12)｡C 街区(住宅棟)の建物工事着手(16.7) 

    横浜駅周辺地域(90ha)148 ○高島二丁目地区において市街地再開発事業の権利変換計画認可(16.10) 

    戸塚駅周辺地域(20ha)149  

    横浜上大岡駅西地域(7ha)150 ○上大岡 C 南地区において､都市再生特別措置法にもとづく市街地再開発事業

等の都市計画提案(16.9) 

  《都市再生予定地域》 

 ○1 地域を指定（14.10)  

  京浜臨海部都市再生予定地域(約 4,400ha) 

 

 

○関係省庁､地方公共団体等による協議会が､早急に整備すべき事項等をとり

まとめ(15.6) 
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神奈川県 横浜市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

 防災まちづくり 

 

○企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企業と防災の在り方

について方向性のとりまとめ(15.4) 

○中央防災会議専門調査会において｢民間と市場の力を活かした防災戦略の基

本的提言｣をとりまとめ(16.10) 

○防災まちづくりﾓﾃﾞﾙ事業として｢多摩田園都市｣の事例を検討 

   交通結節点の整備 ○新横浜駅において立体都市計画を活用した駅舎と駅前広場の一体的整備を

推進 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □都市部の海辺再生151 

 

 □汐見台団地カーシェアリング予備実験152 

 

 □エリアマネージメントによる都心部（関内・関外地区）

の活性化153 

 

 □ACT (Age-free Campus Town)ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ154 

 

 □密集市街地のまちづくりにおける高齢者居住施設等の

導入方策の検討155 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人海辺つくり研究会提案） 

 

○15 年度調査実施（汐見台自治会連合会（まちづくり特別委員会）提案） 

 

○15 年度調査実施（横濱まちづくり倶楽部提案） 

 

 

○16 年度調査実施（慶應義塾横浜市北部地域都市再生検討研究会提案） 

 

○16 年度調査実施 

 川崎市 《都市再生プロジェクト》 

東京湾臨海部における基幹的広域防災拠点の整備 

 （13.6 決定） 

○現地対策本部機能を確保するため､水上輸送等と連携

した基幹的広域防災拠点を整備する 

 

○川崎市臨海部東扇島地区における整備着手(14.12) 

・東扇島地区（15.8ha） 

物流コントロールセンター等 

○東京湾臨海部基幹的広域防災拠点整備基本計画策定(16.1) 

○用地権原の確保(15 年度～)､基本設計及び実施設計を実施(16 年度) 

○本部棟及び施設棟に関して整備基本計画を変更(16.8) 

○19 年度暫定供用予定 



37 

都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

神奈川県 川崎市 大都市圏におけるｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築 (13.6 決定) 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制､資源としての再

使用､再利用を進め､資源循環の｢環｣を形成 

 

○東京圏においては､関係各省及び7都県市(15.4より8都県市)からなるｺﾞﾐｾﾞ

ﾛ協議会を設置(13.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定､廃棄物処理･ﾘｻｲｸﾙ施設の整備､静脈物流ｼｽﾃﾑの

構築等について､とりまとめを実施(14.4)し､施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟを実施(15.7、16.7) 

○京浜臨海部(川崎市･横浜市)では､整備完了･稼働が 8 施設(廃ﾌﾟﾗ製ｺﾝｸﾘｰﾄ型

枠ﾊﾟﾈﾙ製造施設､難再生古紙ﾘｻｲｸﾙ施設､廃ﾌﾟﾗｱﾝﾓﾆｱ原料化施設､ﾍﾟｯﾄ to ﾍﾟｯﾄ

ﾘｻｲｸﾙ施設､廃蛍光管ﾘｻｲｸﾙ施設､廃木材･廃ﾌﾟﾗﾘｻｲｸﾙ施設､食品廃棄物ﾘｻｲｸﾙ施

設) 

  《都市再生緊急整備地域》 

 ○2 地域を指定（14.10） 

  川崎殿町･大師河原地域(107ha)156 

 

    浜川崎駅周辺地域(104ha)157 ○南渡田地区(北地区)において､用途地域の変更及び地区計画の都市計画決定

(16.4) 

   ○1 地域を指定（15.7) 

  川崎駅周辺地域(53ha)158 

 

○川崎駅西口堀川町地区において､地区計画(再開発等促進区)を都市計画決定

(16.1)、金融支援等のための国土交通大臣認定(16.12) 

○ﾐｭｰｻﾞ川崎ｾﾝﾄﾗﾙﾀﾜｰ(川崎駅西口地区市街地再開発事業)について､日本政策

投資銀行による都市再生ﾌｧﾝﾄﾞを適用(16.3) 

  《都市再生予定地域》 

 ○1 地域を指定（14.10) 

  京浜臨海都市再生予定地域(4,400ha) 

 

 

○関係省庁､地方公共団体等による協議会が､早急に整備すべき事項等をとり

まとめ(15.6) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

神奈川県 川崎市 《全国都市再生モデル調査》 

 □臨海部大規模低未利用地の活用による緑環境空間形成
159 

 

 □ｱｼﾞｱ起業家村構想160 

 

○15 年度調査実施 

 

 

○16 年度調査実施 

○「国際環境特区」、「国際臨空産業・物流特区」と連携 

○地域再生計画「環境・教育・ビジネスの環（わ）づくり計画」と連携 

 横須賀市 《全国都市再生モデル調査》 

 □県立保健福祉大学との連携による｢福祉のまち｣実現に

向けたまちづくり161 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「空き教室を活用する子育ち支援」と連携 

 平塚市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

 防災まちづくり 

 

○企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企業と防災の在り方

について方向性のとりまとめ(15.4) 

○中央防災会議専門調査会において｢民間と市場の力を活かした防災戦略の基

本的提言｣をとりまとめ(16.10) 

○防災まちづくりﾓﾃﾞﾙ事業として｢平塚地区｣の事例を検討 

 鎌倉市 《全国都市再生モデル調査》 

 □都市林の維持管理体制の検討162 

 

○15 年度調査実施 

 藤沢市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○1 地域を指定（16.5) 

  辻堂駅周辺地域(30ha)163 

 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

 防犯まちづくり 

 

○防犯まちづくりモデル地区としてケーススタディ実施（15 年度） 

 相模原市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○1 地域を指定（15.7) 

  相模原橋本駅周辺地域(36ha)164 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

神奈川県 秦野市 《全国都市再生モデル調査》 

 □｢みち･まち｣明るい顔づくり165 

 

○16 年度調査実施 

 厚木市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○1 地域を指定（16.5) 

  本厚木駅周辺地域(20ha)166 

 

 葉山町 《全国都市再生モデル調査》 

 □ｽﾛｰな観光､安全で美しいまちなかの再生167 

 

○16 年度調査実施 

  168  

新潟県 新潟県下 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □安全で快適な都市生活の実現169 

 

 □市街地におけるﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ住宅の普及促進170 

 

○15 年度調査実施 

 

○16 年度調査実施 

 新潟市 《全国都市再生モデル調査》 

 □水の都交流ｽﾃｰｼﾞ創り171 

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「”水の都にいがた”水辺空間にぎわい再生計画」と連携 

 長岡市 《全国都市再生モデル調査》 

 □雪国住宅の住み替え促進172 

 

○15 年度調査実施 

 柏崎市 《全国都市再生モデル調査》 

 □柏崎港の活性化173 

 

○15 年度調査実施 

 上越市 《全国都市再生モデル調査》 

 □高齢者向きｺﾐｭﾆﾃｨ交通計画の検討と実践としてのまち

づくりｿﾌﾄ174 

 

○16 年度調査実施（寺町まちづくり協議会/仲町まちづくり協議会提案） 

  175  
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

富山県 富山市 《全国都市再生モデル調査》 

 □公共空間活用による市街地の活性化176 

 

 

 □富山港線路面電車化を活用したまちづくり177 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢富山市中心市街地地区｣ 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢富山港線沿線地区｣ 

 高岡市 《全国都市再生モデル調査》 

 □ﾌﾗﾝｽとの交流による景観形成178 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人建設環境情報ｾﾝﾀｰ提案） 

 新湊市 《全国都市再生モデル調査》 

 □臨海部における未利用地の活用と中心市街地との連携
179 

 

○16 年度調査実施 

 宇奈月町 《全国都市再生モデル調査》 

 □宇奈月温泉街まちづくり180 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「とやま観光関連産業活性化計画」と連携 

 福岡町 《全国都市再生モデル調査》 

 □歴史とにぎわいのみちづくり181 

 

○16 年度調査実施 

  182  

石川県 石川県下 

珠洲市等 

 

加賀市等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □地方鉄道廃止に伴うﾊﾞｽの駅整備計画183 

 

 □加賀の水郷再生184 

 

○16 年度調査実施（珠洲市、内浦町、能都町、穴水町） 

 

○16 年度調査実施（加賀市､小松市､山中町） 

 金沢市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり 

○伝統的まちなみ再生計画 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

石川県 金沢市 《全国都市再生モデル調査》 

 □まちなか居住と賑わい創出185 

 

 

 □公共交通利用活性化によるまちづくり186 

 

○15 年度調査実施 

○｢全国都市再生ｲﾝ金沢｣を開催(16.7.21～22) 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢金沢中央地区｣ 

 七尾市 《全国都市再生モデル調査》 

 □地域ブランド活用による観光を軸としたまちづくり187

 

 □和倉温泉にぎわい再生・まちなみ再編実践プラン188 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人のと NAIS 提案） 

 

○15 年度調査実施（和倉温泉旅館協同組合提案） 

 小松市 《全国都市再生モデル調査》 

 □梯川を核とした、水と緑を活かした潤いと安らぎのあ

るまちづくり189 

 

○15 年度調査実施（こまつファッションタウン推進協議会提案） 

  190  

福井県 福井県下 

福井市等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □えちぜん鉄道を核とした公共交通の活性化によるまち

づくり191 

 

○15 年度調査実施（ふくい路面電車とまちづくりの会（ROBA の会）提案）（福

井市・鯖江市・坂井郡・吉田郡（福井広域都市圏）） 

 福井市 《全国都市再生モデル調査》 

 □大学､住民､商店街､市民団体による地域ｺﾐｭﾆﾃｨ再生192 

 

○16 年度調査実施（福井大学都市研究室/田原町商店街/福井まちと暮らしの

研究会提案） 

 今立町 《全国都市再生モデル調査》 

 □｢神と紙の郷｣づくり193 

 

○16 年度調査実施（福井県和紙工業協同組合/大滝の未来を考える会/今立町） 

  194  

山梨県 甲府市 《全国都市再生モデル調査》 

 □歴史と文化を感じさせる街並み景観形成195 

 

○15 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

山梨県 市川大門町 《全国都市再生モデル調査》 

 □｢ふるさと資産｣(書･和紙･花火･水路網等)を生かした

まちづくり196 

 

○16 年度調査実施 

  197  

長野県 長野県下 

飯山市等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □自然と共生した観光交流198 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人信越ﾄﾚｲﾙｸﾗﾌﾞ提案）（長野県/栄村､飯山市､豊田

村､信濃町 新潟県/妙高村､新井市､板倉町､清里村､牧村､安塚町､大島村､松

之山町､津南町） 

○地域再生計画「地域の宝を活かす賑わい創出・旅産業おこし」と連携 

 上田市 《全国都市再生モデル調査》 

 □別所温泉地区の活性化と別所線(鉄路)の観光利用199 

 

○16 年度調査実施 

 岡谷市 《全国都市再生モデル調査》 

 □岡谷駅周辺地区の効果的な活性化200 

 

○15 年度調査実施 

 飯田市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

 環境まちづくり 

 ○天竜峡ｴｺﾊﾞﾚｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ201 

 

○環境共生まちづくりの全国的なﾓﾃﾞﾙとなる取組として選定(15.6) 

○地域協議会において､取組を推進する上での課題･解決方策､国に対する提

案･要望等について検討｡これらを基に､16.6 に開催された関係府省連絡会議

において､各府省との間で意見交換を実施 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □天竜峡エコバレープロジェクトにかかわるマスターア

ーキテクトによるまちづくりとエネルギー自立型水素

活用コミュニティ202 

 

 □ｺﾐｭﾆﾃｨﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽの事業化と､飯田版･高齢者生き甲斐

住宅の建設企画203 

 

○15 年度調査実施 

○｢全国都市再生ｲﾝ飯田｣を開催(16.7.29～30) 

 

 

○16 年度調査実施（TMO(株)飯田まちづくりｶﾝﾊﾟﾆｰ/NPO いいだ応援ﾈｯﾄ ｲﾃﾞｱ

提案） 

 諏訪市 《全国都市再生モデル調査》 

 □ものづくりﾒｯｾ諏訪構想204 

 

○16 年度調査実施 

○「ものづくり研究開発促進特区」と連携 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

長野県 飯山市 《全国都市再生モデル調査》 

 □新たなツーリズム開発による都市活性化205 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人長野都市経営研究所提案） 

 軽井沢町 《全国都市再生モデル調査》 

 □別荘地内の未利用地の再生に係る景観･環境形成206 

 

○16 年度調査実施 

 下諏訪町 《全国都市再生モデル調査》 

 □匠の街しもすわあきないプロジェクト207 

 

○15 年度調査実施 

 小布施町 《全国都市再生モデル調査》 

 □栗と北斎と花のまち｢おぶせ浪漫空間｣208 

 

○16 年度調査実施 

○「信州おぶせ緑のかけ橋特区」と連携 

 牟礼村 《全国都市再生モデル調査》 

 □大学･学生や NPO と地方自治体協働による地域再生ま

ちづくり全国ﾈｯﾄﾜｰｸ構築209 

 

○16 年度調査実施（飯綱ﾘｿﾞｰﾄ開発(株)提案） 

  210  

岐阜県 岐阜県下 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏における環状道路体系の整備 （13.6決定） 

○名古屋圏における環状道路の整備 

 

○愛知万博開催及び中部国際空港の開業に合わせ、東海環状自動車道（県境～

美濃関JCT）の年度内開通に向け整備を推進中 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 岐阜市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○1 地域を指定(15.7) 

  岐阜駅北･柳ヶ瀬通周辺地域(30ha)211 

 

 

○日ﾉ出町 2 丁目地区(高島屋)において､都市再生特別地区を都市計画決定

(16.10) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

岐阜県 岐阜市 《全国都市再生モデル調査》 

 □金華山･長良川まるごと博物館212 

 

 

 

 

 □都心部地域(柳ヶ瀬～JR 岐阜駅～加納地域)再生213 

 

○15 年度調査実施（岐阜市/（財）岐阜市にぎわいまち公社提案） 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢岐阜市都心北部地区｣ 

○「岐阜市きれい・すっきり簡易除却モデル特区」と連携 

○地域再生計画「長良川プロムナード計画による地域再生計画」と連携 

 

○16 年度調査実施（岐阜市/(財)岐阜市にぎわいまち公社提案） 

○地域再生計画「玉宮通り光と緑あふれる歩行者空間創出による地域再生」と

連携 

 大垣市 《全国都市再生モデル調査》 

 □大垣城を活かした市街地再整備214 

 

○15 年度調査実施（大垣市/郭町 1 丁目西街区再開発準備組合提案） 

 高山市 《全国都市再生モデル調査》 

 □歴史的街並み・まちづくり（歴史的町並み環境整備）215 

 

○16 年度調査実施 

○「美しいひだ・みの景観特区」と連携 

○地域再生計画「ウォーキングシティ構想～回想のまちを目指して～」と連携 

 多治見市 《全国都市再生モデル調査》 

 □持続可能な地域社会づくり216 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「多治見市緑ゆたかな田園居住地域再生計画」と連携 

 羽島市 《全国都市再生モデル調査》 

 □｢まちなか市民活動市場｣構想217 

 

○16 年度調査実施 

 各務原市 《全国都市再生モデル調査》 

 □パークシステムによる水と緑からの都市再生218 

□木曽川流域の自然環境を活かした観光の活性化219 

 

○15 年度調査実施 

○16 年度調査実施（岐阜県/各務原市/旧川島町提案） 

○地域再生計画「河川環境楽園と川の回廊計画を活かしたまちづくりによる地

域再生計画」と連携 

 山県市 《全国都市再生モデル調査》 

 □市町村合併に伴う地域住民との協働による新たなまち

づくり220 

 

○15 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

岐阜県 飛騨市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり 

○（古川町）中心市街地再生計画 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し(古川町)、

歴史的街並み･まちづくりを進めるための規制の活用･見直し､事業の推進施

策をとりまとめ(15.5) 

  都市観光の推進 ○都市観光の推進のための地域別検討会を設置し（神岡町）、計画を策定（～

15.5） 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □中小市町村における市街地の電線類等地中化221 

 

○15 年度調査実施(古川町) 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢古川地区｣ 

 郡上市 《全国都市再生モデル調査》 

 □観光交流産業の連携による地域再生222 

 

○16 年度調査実施 

  223  

静岡県 静岡市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○1 地域を指定(15.7) 

  東静岡駅周辺地域(51ha)224 

 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □多彩な参加団体の連携による清水港再発見・再活用225

 

 

 □合併に伴う東静岡駅周辺地区における都市機能立地、

民間都市開発等の誘導を通じたまちづくり226 

 

○15 年度調査実施  

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢三保羽衣･折戸地区｣ 

 

○15 年度調査実施  

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢長沼地区｣ 

 浜松市 《全国都市再生モデル調査》 

 □共同化による魅力ある都市空間の創出227 

 

 

 □舘山寺温泉まちなみ再生228 

 

○16 年度調査実施（高竜街づくりの会提案） 

○地域再生計画「浜松市中心市街地公共空間利活用計画」と連携 

 

○16 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

静岡県 熱海市 《全国都市再生モデル調査》 

 □渚町周辺地区再生229 

 

○15 年度調査実施（(社)全国市街地再開発協会/渚地区のまちなみを考える会

提案） 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢熱海中央地区｣ 

 島田市 《全国都市再生モデル調査》 

 □島田型国際救急支援情報基地構想230 

 

○16 年度調査実施 

 掛川市 《全国都市再生モデル調査》 

 □歴史的建造物群を生かしたまちなか再生231 

 

 

 □ｽﾛｰｻｲｸﾘﾝｸﾞによる地域自立･広域観光振興232 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）｢緑の精神回廊地区｣ 

 

○16 年度調査実施（掛川市/NPO 法人ｽﾛｰﾗｲﾌ掛川提案） 

 豊田町 《全国都市再生モデル調査》 

 □ﾊﾟｰｷﾝｸﾞｴﾘｱを活用した地域活性化233 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「パーキングエリアを有効に活用した地域経済の活性化と雇用

の創出計画」と連携 

  234  

愛知県 愛知県下 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏における環状道路体系の整備 （13.6決定） 

○名古屋圏における環状道路の整備 

 

○愛知万博開催及び中部国際空港の開業に合わせ、東海環状自動車道（豊田東

JCT～美濃関JCT間）の年度内開通に向け整備を推進中 

○名古屋環状2号線の整備を推進 

  大都市圏における国際交流・物流機能の強化 （13.6決定）

 ＜空港＞ 

 ○需要に応じた時機を失することのない空港整備 

○中部国際空港の飛行場等完成検査合格(16.9) 

○17.2.17供用開始予定 
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愛知県 愛知県下  ＜港湾＞ 

○大都市圏の国際港湾において、「いつでも、より速く、

より安く」を目標に、港湾の24時間フルオープン化や

輸出入等の手続きのワンストップサービス化、国際コ

ンテナターミナル機能強化を推進 

○アジア主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現を目

指すスーパー中枢港湾プロジェクトを推進 

○名古屋港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について、元日を除く364日24時間化が実現（13.11） 

○通関における検査時間の大幅な短縮を図るとともに、効果的かつ効率的な検

査を実施するため、コンテナをそのまま検査できる大型X線検査装置を配備 

○輸出入・港湾関連手続きのワンストップサービスを実現（15.7） 

○国際水準の高規格コンテナターミナル整備等の物流機能強化策を展開中 

○伊勢湾をスーパー中枢港湾に指定し（16.7）、これらの港においてターミナ

ルシステムの統合・大規模化、IT化等に係る社会実験を実施中 

  《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □産業観光資源を活用したまちづくり235 

 

○15年度調査実施 

○「全国都市再生ｲﾝ愛知」の開催（16.8.9～10） 

 岡崎市等 □愛知環状鉄道を活用した広域的な交通円滑化による

まちづくり236 

 

○16年度調査実施（岡崎市/瀬戸市/春日井市/豊田市） 

○「あいち・なごやモノづくり研究開発特区」と連携 

 名古屋市 《都市再生プロジェクト》 

国有地の戦略的な活用による都市拠点形成237 

 （15.1 決定） 

 

○財務省、国土交通省、名古屋市等からなる「名古屋市名城・柳原地区都市再

生プロジェクト推進協議会」を設置し（15.5）、地区整備の基本コンセプト

を検討中 

 名古屋市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○3 地域を指定（14.10） 

  名古屋千種・鶴舞地域（24ha）238 

 

 

 

＜千種二丁目地区＞ 

○商業施設、スポーツ施設及び分譲住宅が各着工（16.9、16.4 及び 16.8）。賃

貸住宅及び医療・高齢者施設の各事業者が決定（16.7 及び 16.8） 

    名古屋駅周辺・伏見・栄地域（348ha）239 

 

○名駅四丁目の都市再生特別地区を都市計画決定（15.2）（仮称）名駅四丁目

7 番地区共同ビル（豊田・毎日ビル）建設事業について、金融支援等のため

の国土交通大臣認定（15.12）、着工（16.1） 

○名古屋ルーセントタワー（牛島南地区第一種市街地再開発事業）が着工

（16.5） 

○納屋橋西地区第一種市街地再開発事業が着工（16.3） 
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愛知県 名古屋市   名古屋臨海高速鉄道駅周辺地域（56ha）240 ＜一州町地区＞ 

○複合商業施設が着工（16.7） 

＜金城埠頭地区＞ 

○複合商業施設事業者が決定（16.10） 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

  防災まちづくり 

○企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企業と防災の在り方

について方向性のとりまとめ（15.4） 

○中央防災会議専門調査会において「民間と市場の力を活かした防災戦略の基

本的提言」をとりまとめ（16.10） 

○防災まちづくりモデル事業として「名古屋駅地区」の事例を検討 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □｢母なる川｣堀川の環境改善241 

 

 □｢ｷｬﾅﾙ･ｼﾃｨ名古屋｣構想242 

 

 □ｺﾞﾝﾄﾞﾗ利用による堀川の観光都市づくり243 

 

○15 年度調査実施(名古屋堀川ライオンズクラブ提案) 

 

○16 年度調査実施(NPO 法人まちづくり支援協会ﾘﾝｸﾞ提案) 

 

○16 年度調査実施(ｸﾘｰﾝ堀川提案) 

 豊橋市 《全国都市再生モデル調査》 

 □密集市街地の防災まちづくり244 

 

○16 年度調査実施(豊橋市/豊橋技術科学大学提案) 

 半田市 《全国都市再生モデル調査》 

 □半田蔵のまち回遊性向上245 

 

○16 年度調査実施((社)愛知建築士会半田支部提案) 

○地域再生計画「中部国際空港を核とする知多半島観光再生計画」と連携 

 春日井市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防犯まちづくり 

 

○防犯まちづくりモデル地区としてケーススタディ実施（15 年度） 

 豊川市 《全国都市再生モデル調査》 

 □とよかわｲﾅﾘｽﾞﾑ(豊川稲荷☆住む) 246 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「とよかわイナリズム(豊川稲荷☆住む)～住んでいいじゃん！

訪れてもいいじゃん！」と連携 
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愛知県 豊田市 《全国都市再生モデル調査》 

 □200 年耐用型街区への再生247 

 

○15 年度調査実施(中部都市再生研究会提案) 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「豊田市駅周辺地区」 

 犬山市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○城下町新生計画 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □美しいまちづくり248 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「犬山城下町地区」 

○地域再生計画「犬山城下町再生計画」と連携 

 高浜市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 田原市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

環境まちづくり 

○たはらエコ・ガーデンシティ構想249 

 

○環境共生まちづくりの全国的なﾓﾃﾞﾙとなる取組として選定(15.6) 

○地域協議会において､取組を推進する上での課題･解決方策､国に対する提

案･要望等について検討｡これらを基に､16.6 に開催された関係府省連絡会議

において､各府省との間で意見交換を実施 

 長久手町 《全国都市再生モデル調査》 

 □多世代交流自然村および雑木林郷再生250 

 

○16 年度調査実施(NPO 法人雑木林物語提案) 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「東部丘陵線沿線地区」 

  251  

三重県 三重県下 《都市再生プロジェクト》 

大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置（13.11） 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認（14.6） 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催（16.7） 
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三重県 三重県下 大都市圏における環状道路体系の整備 （13.8 決定） 

○名古屋圏における環状道路の整備 

 

○東海環状自動車道の整備を推進中 

  大都市圏における国際交流・物流機能の強化 （13.8 決定）

 ＜港湾＞ 

○大都市圏の国際港湾において、「いつでも、より速く、

より安く」を目標に、港湾の24時間フルオープン化や

輸出入等の手続きのワンストップサービス化、国際コ

ンテナターミナル機能強化を推進 

○アジア主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現を目

指すスーパー中枢港湾プロジェクトを推進 

○四日市港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について、元日を除く 364 日 24 時間化が実現（13.11） 

○通関における検査時間の大幅な短縮を図るとともに、効果的かつ効率的な検

査を実施するため、コンテナをそのまま検査できる大型 X 線検査装置を配備 

○輸出入・港湾関連手続きのワンストップサービスを実現（15.7） 

○国際水準の高規格コンテナターミナル整備等の物流機能強化策を展開中 

○伊勢湾をスーパー中枢港湾に指定し（16.7）、これらの港においてターミナ

ルシステムの統合・大規模化、IT 化等に係る社会実験を実施中 

  琵琶湖･淀川流域圏の再生 （15.11 決定） 

○歴史･文化を活かし自然と共生する流域圏･都市圏の再

生の実現 

○国、関係地方公共団体等、流域全体での一体的な取り

組み体制を構築し、施策を展開 

○琵琶湖･淀川流域圏を健全な姿で次世代に継承しうる流域圏･都市圏の再生

について、関係省庁、関係地方公共団体等からなる「琵琶湖･淀川流域圏の

再生協議会」を設置（16.4） 

○関係三府県知事懇談会（16.6）、流域圏再生の基本理念(案)のとりまとめ

（16.9）を行うとともに、主要検討事項 5 項目について WG を設置して検討

中 

○16 年度末琵琶湖･淀川流域圏再生計画を策定予定 

  

伊勢市等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□伊勢二見地域観光交流空間づくり252 

 

○15 年度調査実施（（財）伊勢二見地域観光交流推進協議会提案）（伊勢市、

二見町） 

○地域再生計画「地域資源を生かした観光みえの魅力増進計画」と連携 

 津市 《全国都市再生モデル調査》 

□中心市街地大型商業施設再活性化構想253 

 

○15 年度調査実施 

 四日市市 《全国都市再生モデル調査》 

□街なか居住環境整備254 

 

○16 年度調査実施 

 伊勢市 《全国都市再生モデル調査》 

□お伊勢参りのだいどころ河崎｢歴史的まちなみ空町家･

空土蔵｣再生255 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人伊勢河崎まちづくり衆提案） 
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 桑名市 《全国都市再生モデル調査》 

□桑名交流都市創生計画256 

 

○15 年度調査実施（桑名市/都市基盤整備公団中部支社提案） 

 志摩市 《全国都市再生モデル調査》 

□体験型観光拠点(賢島周辺)整備257 

 

○16 年度調査実施（旧阿児町） 

○「志摩自然学校特区」と連携 

 伊賀市 《全国都市再生モデル調査》 

□忍のまち上野城下町再生258 

 

○15 年度調査実施（上野市/地域振興整備公団提案）（旧上野市） 

 紀伊長島町 《全国都市再生モデル調査》 

□津波対策を考慮した密集地区再生259 

 

○15 年度調査実施 

  260  

滋賀県 滋賀県下 《都市再生プロジェクト》 

基幹的広域防災拠点の整備 （13.6 決定） 

○大阪圏における基幹的広域防災拠点の必要性も含め、

広域防災拠点の適正配置を検討 

 

○基幹的広域防災拠点及び広域防災拠点の配置ゾーン等を内容とする京阪神

広域防災拠点基本構想策定（15.6） 

 

  大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 

 （13.6 決定） 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置（14.7） 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施（15.3）し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施（16.6） 

○17 年度中のエコタウンプラン認定に向け調整中 

  大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置（13.11） 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認（14.6） 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催（16.7） 
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滋賀県 滋賀県下 大都市圏における都市環境インフラの再生 

 （13.12 決定） 

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

 

 

○国及び地方の関係行政機関による「近畿圏における自然環境の総点検等に関

する検討会議」（16.3 発足）及び学識経験者による「近畿圏における自然

環境の総点検等に関する研究会」（16.8 発足）においてグランドデザイン

策定に向けた検討を実施 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

○関係省庁、自治体からなる「大阪湾再生推進会議」を設立（15.7） 

○森・川・海のネットワークを通じて美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なに

わ）の海」を回復し、京阪神都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出

することを目標とした「大阪湾再生行動計画」を策定（16.3） 

○市民参加の実証実験・社会実験も積極的に展開中 

  琵琶湖･淀川流域圏の再生 （15.11 決定） 

○歴史･文化を活かし自然と共生する流域圏･都市圏の再

生の実現 

○国、関係地方公共団体等、流域全体での一体的な取り

組み体制を構築し、施策を展開 

○琵琶湖･淀川流域圏を健全な姿で次世代に継承しうる流域圏･都市圏の再生

について、関係省庁、関係地方公共団体等からなる「琵琶湖･淀川流域圏の

再生協議会」を設置（16.4） 

○関係三府県知事懇談会（16.6）、流域圏再生の基本理念(案)のとりまとめ

（16.9）を行うとともに、主要検討事項 5 項目について WG を設置して検討

中 

○16 年度末琵琶湖･淀川流域圏再生計画を策定予定 

 大津市 《全国都市再生モデル調査》 

□大津百町再生261 

○16 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「石山駅周辺地区」 

 彦根市 《全国都市再生モデル調査》 

□自転車を活用したスローな観光、都市の再生262 

 

○15 年度調査実施（ひこね TMO 提案） 

 近江八幡市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

環境まちづくり 

○小舟木エコ村プロジェクト263 

 

○環境共生まちづくりの全国的なﾓﾃﾞﾙとなる取組として選定(15.6) 

○地域協議会において､取組を推進する上での課題･解決方策､国に対する提

案･要望等について検討｡これらを基に､16.6 に開催された関係府省連絡会議

において､各府省との間で意見交換を実施 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □小舟木エコ村プロジェクト264 

 

○15 年度調査実施（エコ村ネットワーキング提案） 
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滋賀県 米原町 《全国都市再生モデル調査》 

□SILC(shiga Integrated Logistics Center 滋賀統合物

流ｾﾝﾀｰ)構想265 

 

○16 年度調査実施 

○「滋賀県国際物流特区」と連携 

  266  

京都府 京都府下 《都市再生プロジェクト》 

基幹的広域防災拠点の整備 （13.6 決定） 

○大阪圏における基幹的広域防災拠点の必要性も含め、

広域防災拠点の適正配置を検討 

 

 

○基幹的広域防災拠点及び広域防災拠点の配置ゾーン等を内容とする京阪神

広域防災拠点基本構想策定（15.6） 

  大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 

 （13.6 決定） 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

 

 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置（14.7） 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施（15.3）し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施（16.6） 

○京都府において、RPF 化施設、廃食用油燃料化施設が整備完了・稼動中、ﾊﾞ

ｲｵｶﾞｽ発電施設が工事着工中 

  大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

 

 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置（13.11） 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認（14.6） 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催（16.7） 

  大都市圏における環状道路体系の整備 （13.8 決定） 

○大阪圏における環状道路の整備 

○京都第二外環状道路の整備を推進 

 

○京都第二外環状道路（大山崎 JCT～久御山 JCT 間）を供用開始（15.3） 
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京都府 京都府下 大都市圏における都市環境インフラの再生 （13.12 決定）

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

 

○国及び地方の関係行政機関による「近畿圏における自然環境の総点検等に関

する検討会議」（16.3 発足）及び学識経験者による「近畿圏における自然

環境の総点検等に関する研究会」（16.8 発足）においてグランドデザイン

策定に向けた検討を実施 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

 

○関係省庁、自治体からなる「大阪湾再生推進会議」を設立（15.7） 

○森・川・海のネットワークを通じて美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なに

わ）の海」を回復し、京阪神都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出

することを目標とした「大阪湾再生行動計画」を策定（16.3） 

○市民参加の実証実験・社会実験も積極的に展開中 

  琵琶湖･淀川流域圏の再生 （15.11 決定） 

○歴史･文化を活かし自然と共生する流域圏･都市圏の再

生の実現 

○国、関係地方公共団体等、流域全体での一体的な取り

組み体制を構築し、施策を展開 

 

 

○琵琶湖･淀川流域圏を健全な姿で次世代に継承しうる流域圏･都市圏の再生

について、関係省庁、関係地方公共団体等からなる「琵琶湖･淀川流域圏の

再生協議会」を設置（16.4） 

○関係三府県知事懇談会（16.6）、流域圏再生の基本理念(案)のとりまとめ

（16.9）を行うとともに、主要検討事項 5 項目について WG を設置して検討

中 

○16 年度末琵琶湖･淀川流域圏再生計画を策定予定 

  大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成 

 （16.4 決定） 

○安全・安心の確保など家庭・福祉等の分野で利用され、

生活支援に資するロボット産業の拠点を形成 

 

○地元産学官からなる「関西次世代ロボット推進会議」が「関西圏における生

活支援ロボット産業拠点の形成」基本構想を策定（16.5） 

  

宮津市等 

《全国都市再生モデル調査》※府内広域で実施分 

□京都・丹後ｴｺﾈｯﾄﾜｰｸ267 

 

○16 年度調査実施（丹後ｴｺﾈｯﾄﾜｰｸ提案）（宮津市、京丹後市、加悦町、岩滝

町、伊根町、野田川町） 
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京都府 京都市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 

 （13.6 決定） 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

 

 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置（14.7） 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施（15.3）し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施（16.6） 

○京都市において、RPF 化施設、廃食用油燃料化施設が整備完了・稼動中 

  大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置（13.11） 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認（14.6） 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催（16.7） 

  大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成 

 （16.4 決定） 

○安全・安心の確保など家庭・福祉等の分野で利用され、

生活支援に資するロボット産業の拠点を形成 

○地元産学官からなる「関西次世代ロボット推進会議」が「関西圏における生

活支援ロボット産業拠点の形成」基本構想を策定（16.5） 

  《都市再生緊急整備地域》 

○3 地域を指定（14.10） 

京都駅南地域（12ha)268 

 

  京都南部油小路通沿道地域(212ha)269 ○竹田藁屋町油小路通沿道街区地区における都市計画の決定及び変更（15.7） 

  京都久世高田・向日寺戸地域(22ha)270 

 

＜京都市・向日市＞ 

○キリンビール京都工場の跡地を対象に、地区計画の方針を都市計画決定

（15.2） 

○JR 新駅（18 年度開業予定）等の設置について関係者が合意（15.5） 

○キリンビール京都工場跡地の開発構想発表（15.7） 

○JR 新駅関連の都市施設，土地区画整理事業及びキリンビール京都工場跡地

の地区計画（再開発等促進区，地区整備計画）を都市計画決定（16.9） 
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京都府 京都市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○京都市基本計画に基づく「保全・再生・創造のまちづ

くり」 

 

環境まちづくり 

○京の川再生事業271 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

 

○環境共生まちづくりの全国的なﾓﾃﾞﾙとなる取組として選定(15.6) 

○地域協議会において､取組を推進する上での課題･解決方策､国に対する提

案･要望等について検討｡これらを基に､16.6 に開催された関係府省連絡会議

において､各府省との間で意見交換を実施 

  《全国都市再生モデル調査》 

□崇仁まちづくり272 

 

□風格と華やぎのまちづくりビジョン273 

 

□歩くまち京都・まちなか再生274 

 

□文化遺産を核とした地域の防災力向上275 

 

□人権･教育･福祉の三条たすけあい･まちづくり276 

 

□まちなみ景観形成・まちなか活性化277 

 

○15 年度調査実施（NPO 崇仁まちづくりの会提案） 

 

○15 年度調査実施（四条繁栄会商店街振興組合提案） 

 

○15 年度調査実施（歩いて暮らせるまちづくり推進会議提案） 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人災害から文化財を守る会提案） 

 

○16 年度調査実施（三条まちづくり協議会提案） 

 

○16 年度調査実施（(財)京都市景観・まちづくりセンター、NPO 法人都心界隈

まちづくりネット、楽洛まちぶら会提案） 

 向日市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（14.10） 

京都久世高田・向日寺戸地域(22ha) 

・京都市参照 

 

 

＜京都市・向日市＞ 

○京都市参照 
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京都府 長岡京市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（14.10） 

長岡京駅周辺地域(8ha)278 

 

 

 

○長岡京駅西口地区第一種市街地再開発事業が工事着工（15.7） 

○長岡京駅東口地区再開発について、村田製作所本社ビル完成（16.9） 

  279  

大阪府 大阪府下 《都市再生プロジェクト》 

基幹的広域防災拠点の整備 （13.6 決定） 

○大阪圏における基幹的広域防災拠点の必要性も含め、

広域防災拠点の適正配置を検討 

 

○基幹的広域防災拠点及び広域防災拠点の配置ゾーン等を内容とする京阪神

広域防災拠点基本構想策定（15.6） 

 

  大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 （13.6決定）

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

 

 

 

 

 

 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置（14.7） 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施（15.3）し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施（16.6） 

○大阪湾臨海部において、容器包装プラスチック 100%再利用高品質パレット

製造施設が竣工（17 年度稼動）、都市型製鉄所における廃棄物適正処理リ

サイクル施設、亜臨海水反応による廃棄物再資源化施設、混合廃棄物ﾘｻｲｸﾘ

ﾝｸﾞｱｿｰﾄｾﾝﾀｰ施設、食品系・木質系廃棄物総合リサイクル施設、食品残渣の

肥飼料化、廃プラ等原燃料化施設、廃木材等によるバイオマスエタノール製

造施設、PCB 廃棄物処理施設の 7 施設が工事着工準備中 

  大都市圏における国際交流・物流機能の強化 （13.8 決定）

＜空港＞ 

 ○需要に応じた時機を失することのない空港整備 

 

○関西国際空港二期島の埋立工事を実施中 
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大阪府 大阪府下 大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置（13.11） 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認（14.6） 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催（16.7） 

○医薬基盤研究所の開設（彩都（茨木市））（16.4） 

○彩都ライフサイエンスパークのまちびらき（16.4） 

○彩都バイオインキュベータの開設（16.7） 

  大都市圏における環状道路体系の整備 （13.8 決定） 

○大阪都心部に新たな環状道路を形成（阪神高速大和川

線・淀川左岸線、淀川左岸線延伸） 

 

 

○事業中区間について、淀川左岸線の地下構造への都市計画変更（14.7） 

○「都市再生環状道路整備促進委員会」を設置（14.1） 

○淀川左岸線延伸部の計画策定にあたり、PI を実施するため、「淀川左岸線

延伸部有識者委員会」を設置（16.3） 

  大都市圏における都市環境インフラの再生 （13.12 決定）

＜「水都大阪」の再生＞ 

○都心部の河川について沿川のまちづくりと一体となっ

た再生構想を策定。先行的に道頓堀川の環境整備を推

進 

 

○地元関係者からなる「水の都大阪」再生協議会を設立（14.10） 

○同協議会において、道頓堀川等の各ゾーンの特性に応じた取組み及び水の都

を盛り上げるソフト事業の展開をめざす再生構想を策定（15.3） 

  ＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

○国及び地方の関係行政機関による「近畿圏における自然環境の総点検等に関

する検討会議」（16.3）及び学識経験者による「近畿圏における自然環境の

総点検等に関する研究会」（16.8 発足）においてグランドデザイン策定に

向けた検討を実施 

  ＜水循環系再生構想の策定＞ 

○モデル流域を選定し、水循環系再生構想の策定に着手

○モデル流域として寝屋川を選定し、再生構想を策定（15.6） 
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大阪府 大阪府下 ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

○関係省庁、自治体からなる「大阪湾再生推進会議」を設立（15.7） 

○森・川・海のネットワークを通じて美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なに

わ）の海」を回復し、京阪神都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出

することを目標とした「大阪湾再生行動計画」を策定（16.3） 

○ミニ人工干潟による生物生息空間形成調査など市民参加の実証実験・社会実

験も積極的に展開中 

  琵琶湖･淀川流域圏の再生 （15.11 決定） 

○歴史･文化を活かし自然と共生する流域圏･都市圏の再

生の実現 

○国、関係地方公共団体等、流域全体での一体的な取り

組み体制を構築し、施策を展開 

○琵琶湖･淀川流域圏を健全な姿で次世代に継承しうる流域圏･都市圏の再生

について、関係省庁、関係地方公共団体等からなる「琵琶湖･淀川流域圏の

再生協議会」を設置（16.4） 

○関係三府県知事懇談会（16.6）、流域圏再生の基本理念(案)のとりまとめ

（16.9）。主要検討事項 5 項目について WG を設置して検討中 

○16 年度末琵琶湖･淀川流域圏再生計画を策定予定 

  大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成 

 （16.4 決定） 

○安全・安心の確保など家庭・福祉等の分野で利用され、

生活支援に資するロボット産業の拠点を形成 

○地元産学官からなる「関西次世代ロボット推進会議」が「関西圏における生

活支援ロボット産業拠点の形成」基本構想を策定（16.5） 

 吹田市、豊中

市 
〈ニュータウン再生〉 ○居住者ニーズの変化に対応したニュータウン再活性化方策検討（15 年度都

市再生プロジェクト事業推進費による調査） 

○千里中央地区に都市再生緊急整備地域指定（16.5）※豊中市の欄参照 

  

枚方市等 

 

 

東大阪市等 

 

八尾市等 

 

 

箕面市等 

《全国都市再生モデル調査》※府内広域で実施分 

□自転車で最も生活しやすいモデル都市づくり280 

 

 

□ものづくり産業を再生する都市戦略281 

 

□地域再生を支援する住工共存型都市環境創造に向けた

実践282 

 

□『新御堂筋』再生戦略283 

 

○15 年度調査実施（枚方市、交野市、寝屋川市、門真市、守口市、四条畷市、

大東市） 

 

○15 年度調査実施（東大阪市、八尾市他） 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「『ものづくりのまち・八尾』担い手育成計画」と連携 

 

○15 年度調査実施（箕面市、豊中市、吹田市） 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「箕面市小野原西地区」 
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大阪府 大阪市、堺市

等 

大阪府内 

□大和川再生ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ284 

 

□｢地域ｺﾐｭﾆﾃｨｰ｣をﾘﾌﾚｯｼｭ285 

○15 年度調査実施（大阪市、堺市、八尾市、松原市、藤井寺市、柏原市） 

 

○16 年度調査実施 

 大阪市、泉佐

野市 

□外国人が快適に観光できるまち･大阪286 ○16 年度調査実施（大阪府/（財）大阪観光コンベンション協会） 

 堺市､和泉市 □ｱｰﾄを活用したまちづくりﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ287 ○16 年度調査実施（NPO 法人ﾀﾞﾝｽﾎﾞｯｸｽ提案） 

 寝屋川市等 □自主防災から始める緊急対応型防災まちづくり288 ○16 年度調査実施（寝屋川市等木造密集市街地） 

 

 大阪市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 

 （13.6 決定） 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

 

 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置（14.7） 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施（15.3）し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施（16.6） 

○都市型製鉄所における廃棄物適正処理リサイクル施設、PCB 廃棄物処理施設

の 2 施設の工事着工準備中 

  大都市圏における国際交流・物流機能の強化 （13.8 決定）

＜港湾＞ 

○大都市圏の港湾において、「いつでも、より速く、よ

り安く」を目標に、港湾の24時間フルオープン化や輸

出入等の手続きのワンストップサービス化、国際コン

テナターミナル機能強化を推進 

 ○アジア主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現を目

指すスーパー中枢港湾プロジェクトを推進 

○大阪港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について、元日を除く 364 日 24 時間化が実現（13.11） 

○大型 X 線検査装置配備（通関における検査時間の大幅な短縮を図るととも

に、効果的かつ効率的な検査を実施するため、コンテナをそのまま検査可能） 

○輸出入・港湾関連手続きのワンストップサービスを実現（15.7） 

○国際水準の高規格コンテナターミナル整備等の物流機能強化策を展開中 

○阪神港をスーパー中枢港湾に指定（16.7）。これらの港においてターミナル

システムの統合・大規模化、IT 化等に係る社会実験を実施中 

  大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置（13.11） 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認（14.6） 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催（16.7） 
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大阪府 大阪市 都市における既存ストックの活用 （13.12 決定） 

＜大阪御堂筋の再生＞ 

○大阪御堂筋をゆとりとにぎわいを持った都市空間とし

て再生 

 

○地元関係者からなる御堂筋再生プロジェクト研究会を発足（14.4） 

○社会実験（オープンテラス、駐輪対策）を実施（14.10、15.11、16.10） 

  大都市圏における都市環境インフラの再生 （13.12 決定）

＜「水都大阪」の再生＞ 

○都心部の河川について沿川のまちづくりと一体となっ

た再生構想を策定。先行的に道頓堀川の環境整備を推

進 

○地元関係者からなる「水の都大阪」再生協議会を設立（14.10） 

○同協議会において、道頓堀川等の各ゾーンの特性に応じた取組み及び水の都

を盛り上げるソフト事業の展開をめざす再生構想を策定（15.3） 

  大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成 

 （16.4 決定） 

○安全・安心の確保など家庭・福祉等の分野で利用され、

生活支援に資するロボット産業の拠点を形成 

 

○地元産学官からなる「関西次世代ロボット推進会議」が「関西圏における生

活支援ロボット産業拠点の形成」基本構想を策定（16.5） 

  《都市再生緊急整備地域》 

○4 地域を指定（14.7） 

大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域（485ha）289 

 

 

＜心斎橋筋一丁目地区（心斎橋そごう）＞ 

○都市再生特別地区を都市計画決定（15.2）、着工（15.12） 

   ＜大阪駅周辺＞ 

○大阪駅改良工事着工（16.3） 

   ＜大阪駅北地区＞ 

○国際コンセプトコンペを実施し、審査結果発表（15.3） 

○「大阪駅北地区全体構想」策定（15.10） 

○「大阪駅北地区まちづくり推進協議会」発足（16.3） 

○「大阪駅北地区まちづくり基本計画」を策定（16.7） 

○「大阪駅まちづくり推進機構」設立（16.11） 

○先行開発区域の都市計画（道路、交通広場、土地区画整理事業）の手続中 
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大阪府 大阪市  ＜中之島地区＞ 

○中之島新線の工事着工（15.5） 

○既存地下街や周辺開発と連携した新たな地下歩行者ネットワーク等につい

ての全体計画策定（15.6） 

○大阪大学病院跡地第 1 期事業コンペを実施、事業予定者決定（15.12） 

○大阪大学中之島センター・キャンパスイノベーションセンター竣工（16.4） 

○大阪大学病院跡地第 2 期事業コンペを実施、事業予定者決定（16.6） 

○国立国際美術館竣工（16.11） 

   ＜西梅田地区＞ 

○第二吉本ビルディング（ヒルトンプラザウエスト）竣工（16.10） 

○梅田阪神第 2 ビルディング（ハービスエント）竣工（16.11） 

＜淀屋橋地区＞ 

○都市再生特別地区の都市計画決定手続中 

  難波・湊町地域（31ha）290 

 

＜湊町地区＞ 

○地区計画（再開発等促進区）の都市計画変更（15.2） 

＜難波地区＞ 

○複合型商業施設「なんばパークス（第 1 期）」竣工（15.10） 

○地区計画（再開発等促進区）の都市計画変更（15.11） 

  阿倍野地域（21ha）291 ○阿倍野地区第二種市街地再開発事業 A1 地区 A2 棟の事業協力者決定（16.9） 

  大阪コスモスクエア駅周辺地域（154ha）292 ○地区計画（再開発等促進区）の都市計画変更（16.2） 

○咲洲コスモスクエア地区立地促進助成制度創設（16.4） 
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大阪府 大阪市 《全国都市再生モデル調査》 

□空きｵﾌｨｽの住宅等へのｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝを通じた都市再生293 

 

□御堂筋地域(長堀･心斎橋･南船場)街づくり294 

 

□子どもたちの計画参加をﾄﾘｶﾞｰとする段階的まちづく

り295 

  

□東横堀川から船場を考える296 

 

○15 年度調査実施 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人 長堀 21 世紀計画の会提案） 

 

○15 年度調査実施（福崎まちづくり推進会議/NPO 法人ギャラクシー･ブライト

提案） 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人大阪・水かいどう 808 提案） 

   

□西成地区密集市街地再生297 

 

□密集市街地において建物などの歴史的資源を生かし､

災害に対し安心して暮らせるまちづくり（野田地区）298

 

□休日もにぎわう官公庁街づくり299 

 

□大阪駅周辺の鉄道乗換え利便性向上300 

 

□上町台地における都心居住ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾗﾝ301 

 

○15 年度調査実施（西成地区街づくり委員会提案） 

 

○16 年度調査実施（野田のまちづくりを考える会提案） 

 

 

○16 年度調査実施（北大江地区まちづくり実行委員会提案） 

 

○16 年度調査実施 

 

○16 年度調査実施 

 堺市 《都市都市再生プロジェクト》 

大都市圏における都市環境インフラの再生 （13.12 決定）

＜臨海部における緑の拠点形成＞ 

○大阪湾堺臨海部の公有地を森として整備。隣接する低

未利用の企業保有地を長期にわたり暫定利用すること

により緑地の拡大 

 

 

○低未利用地の企業保有地（堺 2 区）を長期にわたり暫定利用することにより

緑化の拡大を図る整備計画を策定。一部事業を実施予定（16 年度） 

  ＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

○国及び地方の関係行政機関による「近畿圏における自然環境の総点検等に関

する検討会議」（16.3）及び学識経験者による「近畿圏における自然環境の

総点検等に関する研究会」（16.8 発足）においてグランドデザイン策定に向

けた検討を実施 
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大阪府 堺市 《都市再生緊急整備地域》 

○2 地域を指定（14.7） 

堺鳳駅南地域（70ha)302 

 

○防災公園の都市計画決定（15.9） 

  堺臨海地域 (95ha)303 ○新日本製鐡㈱から事業計画及び都市計画の提案（15.10） 

○地区計画（再開発等促進区）の都市計画決定（16.2） 

  ○1 地域を指定（16.5） 

堺東駅西地域（27ha)304 

 

  《全国都市再生モデル調査》 

□堺市北部地域都市再生305 

 

□都市空間の劇場化の検討306 

 

 

□ﾐﾆ人工干潟による生物生息空間形成307 

 

○15 年度調査実施（大和川線沿線連絡協議会提案） 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「「自由都市・堺」再生計画」と連携 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人大阪湾研究ｾﾝﾀｰ提案） 

 豊中市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（16.5） 

千里中央駅周辺地域(15ha)308 

 

 

○千里中央地区再整備事業コンペの実施（16.9） 

 高槻市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（16.5） 

高槻駅周辺地域 (34ha)309 

 

 

○学校法人大阪医科大学から都市計画（都市再生特別地区）の提案（16.7） 

 守口市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（14.7） 

守口大日地域 (80ha)310 

 

 

○三洋電機㈱からの提案を受け、用途地域の変更と地区計画の決定（14.12） 

○三洋電機・大日地区開発計画について、民間都市再生事業計画の国土交通大

臣認定（16.3） 

 枚方市 《全国都市再生モデル調査》 

□淀川舟運の再生を通じた枚方中心市街地活性化311 

 

○15 年度調査実施 
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大阪府 寝屋川市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定（14.7） 

寝屋川市駅東地域 (11ha)312 

 

  ○1 地域を指定（16.5） 

寝屋川萱島駅東地域 (49ha)313 

 

 門真市 《全国都市再生モデル調査》 

□地域の資源を活かした地域共生型まちづくり314 

 

○15 年度調査実施（寝屋川大東線沿道市街地整備事業発起人会提案） 

 東大阪市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防犯まちづくり 

○防犯まちづくりモデル地区としてケーススタディ実施（15 年度） 

○住民による防犯ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ組織結成（15.5） 

○ﾊﾟﾄﾛｰﾙ等のｿﾌﾄ活動・通学見通し確保等のﾊｰﾄﾞ面の改善 

モデル地区の犯罪件数が減少 15 年：対前年 22%減 

  315  

兵庫県 兵庫県下 《都市再生プロジェクト》 

基幹的広域防災拠点の整備 （13.6 決定） 

○大阪圏における基幹的広域防災拠点の必要性も含め、

広域防災拠点の適正配置を検討 

 

○基幹的広域防災拠点及び広域防災拠点の配置ゾーン等を内容とする京阪神

広域防災拠点基本構想策定（15.6） 

  大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 （13.6決定）

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会(14.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施(15.3)し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施(16.6) 

○瀬戸内臨海部において、廃タイヤガス化リサイクル施設、パソコン等ＯＡ機

器リユース・リサイクル施設、廃プラスティック高炉還元剤化施設、食品廃

棄物複合リサイクル施設、自動車残渣等のリサイクル施設、空き缶のリサイ

クル施設、発砲スチロールのリサイクル施設、使用済自動車リサイクル施設、

缶・びん・PET リサイクル施設の 9 施設が整備完了・稼動中。廃車スクラッ

プ等の高度リサイクル施設、自動車部品のリユース施設の 2 施設が工事中 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

兵庫県 兵庫県下 大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置(13.11) 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認(14.6) 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催(16.7) 

○神戸バイオメディカル・エンジニアリング講座などの人材育成事業の開始

(15.1～) 

○臨床研究情報センターの整備(15.7 稼動) 

○神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センター/神戸大学インキュベーシ

ョンセンター竣工(16.3) 

○神戸バイオメディカル創造センター（起業化支援施設）竣工(16.3) 

○「がんトランスレーショナル・リサーチ事業」の開始(16.4) 

○神戸ライフサイエンス IP ファンドの設立(16.6) 

  大都市圏における都市環境インフラの再生 （13.12 決定）

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

○国及び地方の関係行政機関による「近畿圏における自然環境の総点検等に関

する検討会議」(16.3 発足)及び学識経験者による「近畿圏における自然環

境の総点検等に関する研究会」(16.8 発足)においてグランドデザイン策定

に向けた検討を実施 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

 

○関係省庁、自治体からなる「大阪湾再生推進会議」を設立(15.7) 

○森・川・海のネットワークを通じて美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なに

わ）の海」を回復し、京阪神都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出

することを目標とした「大阪湾再生行動計画」を策定(16.3) 

○市民参加の実証実験・社会実験も積極的に展開中 

  琵琶湖･淀川流域圏の再生 （15.11 決定） 

○歴史･文化を活かし自然と共生する流域圏･都市圏の再

生の実現 

○国、関係地方公共団体等、流域全体での一体的な取り

組み体制を構築し、施策を展開 

○琵琶湖･淀川流域圏を健全な姿で次世代に継承しうる流域圏･都市圏の再生

について、関係省庁、関係地方公共団体等からなる「琵琶湖･淀川流域圏の

再生協議会」を設置(16.4) 

○関係三府県知事懇談会(16.6)、流域圏再生の基本理念(案)のとりまとめ

(16.9)を行うとともに、主要検討事項 5 項目について WG を設置して検討中 

○16 年度末琵琶湖･淀川流域圏再生計画を策定予定 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

兵庫県 兵庫県下 大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成 

（16.4決定） 

○安全・安心の確保など家庭・福祉等の分野で利用され、

生活支援に資するロボット産業の拠点を形成 

○地元産学官からなる「関西次世代ロボット推進会議」が「関西圏における生

活支援ロボット産業拠点の形成」基本構想を策定(16.5) 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 神戸市、明石

市 
〈ニュータウン再生〉 ○居住者ニーズの変化に対応したニュータウン再活性化方策検討（15 年都市

再生プロジェクト推進費による調査） 

 尼崎市等 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□防災まちづくり316 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人神戸まちづくり研究所提案）（尼崎市、西宮市、

芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市） 

 神戸市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 （13.6決定）

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置(14.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施(15.3)し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施(16.6) 

○神戸市において、食品廃棄物複合リサイクル施設、自動車残渣等のリサイク

ル施設、空き缶のリサイクル施設、発砲スチロールのリサイクル施設、使用

済自動車リサイクル施設、缶・びん・PET リサイクル施設の 6 施設が整備完

了・稼動中。自動車部品のリユース施設 1 施設が工事中 



68 

都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

兵庫県 神戸市 大都市圏における国際交流・物流機能の強化 （13.8 決定）

＜港湾＞ 

○大都市圏の国際港湾において、「いつでも、より速く、

より安く」を目標に、港湾の24時間フルオープン化や

輸出入等の手続きのワンストップサービス化、国際コ

ンテナターミナル機能強化を推進 

○アジア主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現を目

指すスーパー中枢港湾プロジェクトを推進 

○神戸港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について、元日を除く 364 日 24 時間化が実現(13.11) 

○通関における検査時間の大幅な短縮を図るとともに、効果的かつ効率的な検

査を実施するため、コンテナをそのまま検査できる大型 X 線検査装置を配備 

○輸出入・港湾関連手続きのワンストップサービスを実現(15.7) 

○国際水準の高規格コンテナターミナル整備等の物流機能強化策を展開中 

○アジア主要港を凌ぐコスト・サービス水準の実現を目指すスーパー中枢港湾

プロジェクトを推進するため、阪神港をスーパー中枢港湾に指定し(16.7)、

これらの港においてターミナルシステムの統合・大規模化、IT 化等に係る

社会実験を実施中 

  大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置(13.11) 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認(14.6) 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催(16.7)  

○神戸バイオメディカル・エンジニアリング講座などの人材育成事業の開始

(15.1～) 

○臨床研究情報センターの整備(15.7 稼動) 

○神戸バイオテクノロジー研究・人材育成センター/神戸大学インキュベーシ

ョンセンター竣工(16.3) 

○神戸バイオメディカル創造センター（起業化支援施設）竣工(16.3) 

○「がんトランスレーショナル・リサーチ事業」の開始(16.4) 

○神戸ライフサイエンス IP ファンドの設立(16.6) 

  大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成 

（16.4決定） 

○安全・安心の確保など家庭・福祉等の分野で利用され、

生活支援に資するロボット産業の拠点を形成 

○地元産学官からなる「関西次世代ロボット推進会議」が「関西圏における生

活支援ロボット産業拠点の形成」基本構想を策定(16.5) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

兵庫県 神戸市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○2 地域を指定(14.10) 

  神戸ポートアイランド西地域（273ha）317 

 

 

 

 

○進出企業に対する税制の減免等の優遇措置を講ずる神戸起業ゾーン条例の

対象地域を緊急整備地域であるポートアイランド西地域全体に拡大(14.10) 

○当該地域北西部のコンテナバースについて、港湾計画(15.7)、都市計画を変

更(15.9) 

○神戸海上新都心（旧 PC）一部土地の譲受者決定(15.3～16.11) 

○スポーツ・レクリエーション緑地余暇関連施設用地借受人決定(16.7) 

    神戸三宮駅南地域（47ha）318 

 

＜三宮駅前第 1 地区（神戸新聞会館跡地）＞ 

○㈱神戸新聞社からの都市再生特別地区の都市計画提案に基づき都市計画決

定(16.3)、着工(16.9) 

  《全国都市再生：共通的課題への対応》 

防犯まちづくり 

防災まちづくり 

 

○防犯まちづくりモデル地区としてケーススタディ実施（15 年度） 

○「企業と防災に関する検討会議」において旧居留地連絡協議会防災委員会を

モデルケースとし、企業の自主防災や官民連携による帰宅困難者対策など企

業と防災の在り方について方向性のとりまとめ（15.4） 

  高齢者の安心まちづくり ○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

  《全国都市再生モデル調査》 

□くるくるおでかけネットワークプロジェクト319 

 

□高齢者向け住宅・施設に関する情報提供・相談体制320

 

 

□西の浅草・神戸新開地｢アートビレッジ｣復興プロジェ

クト321 

 

□みなと神戸･ﾎﾟｰﾄﾙﾈｻﾝｽ322 

 

□神戸海上新都心構想323 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人コミュニティ・サポートセンター提案） 

 

○15 年度調査実施（神戸市/神戸市すまいの安心支援センター提案） 

○まちづくり交付金新規採択(16 年度)「神戸中央地区」 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人新開地まちづくり NPO 提案） 

 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人神戸ｸﾞﾗﾝﾄﾞｱﾝｶｰ提案） 

 

○16 年度調査実施（(財)神戸港埠頭公社提案） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

兵庫県 神戸市 〈自律的移動支援プロジェクト〉 ○IC タグを活用した情報･案内誘導システムの大規模な実証実験（16 年都市再

生プロジェクト事業推進費による調査） 

 尼崎市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○2 地域を指定(14.10) 

  尼崎臨海西地域（24ha）324 

 

  西日本旅客鉄道尼崎駅北地域（27ha）325 

 

 

○尼崎中央緑地について、都市計画決定・変更、港湾計画変更(14.12) 

○スポーツ健康増進施設の事業者決定(15.9)、着工(15.12) 

 洲本市 《全国都市再生モデル調査》 

□IT まちづくり326 

 

○15 年度調査実施（OSCA プロジェクト提案） 

○「全国都市再生ｲﾝ洲本」を開催（16.6.17～18） 

○まちづくり交付金新規採択(16 年度)「中心市街地地区」 

○「IT ベンチャー育成特区」と連携 

 加古川市 《全国都市再生モデル調査》 

□地域住民等の参画･提案を生かした新たな都心再生327 

 

○16 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択(16 年度)「JR 加古川駅周辺都心再生地区」 

 宝塚市 《全国都市再生モデル調査》 

□「歌劇の街・宝塚」再生328 

 

○15 年度調査実施 

 川西市 《全国都市再生モデル調査》 

□中央北地区まちづくり329 

 

○15 年度調査実施 

 播磨町 《全国都市再生モデル調査》 

□古宮地区密集市街地再生330 

 

○16 年度調査実施（古宮まちづくり委員会提案） 

  331  

奈良県 奈良県下 《都市再生プロジェクト》 

基幹的広域防災拠点の整備 （13.6 決定） 

○大阪圏における基幹的広域防災拠点の必要性も含め、

広域防災拠点の適正配置を検討 

 

○基幹的広域防災拠点及び広域防災拠点の配置ゾーン等を内容とする京阪神

広域防災拠点基本構想策定（15.6） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

奈良県 奈良県下 大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 

 （13.6 決定）  

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置(14.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施(15.3)し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施(16.6) 

○廃棄物・リサイクル施設の整備に関する基本的な方針について検討中 

  大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置(13.11) 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認(14.6) 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催(16.7) 

  大都市圏における都市環境インフラの再生 （13.12 決定）

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

○国及び地方の関係行政機関による「近畿圏における自然環境の総点検等に関

する検討会議」(16.3 発足）及び学識経験者による「近畿圏における自然環

境の総点検等に関する研究会」(16.8 発足）においてグランドデザイン策定

に向けた検討を実施 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

○関係省庁、自治体からなる「大阪湾再生推進会議」を設立(15.7) 

○森・川・海のネットワークを通じて美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なに

わ）の海」を回復し、京阪神都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出

することを目標とした「大阪湾再生行動計画」を策定(16.3) 

○市民参加の実証実験・社会実験も積極的に展開中 

  琵琶湖･淀川流域圏の再生 （15.11 決定） 

○歴史･文化を活かし自然と共生する流域圏･都市圏の再

生の実現 

○国、関係地方公共団体等、流域全体での一体的な取り

組み体制を構築し、施策を展開 

○琵琶湖･淀川流域圏を健全な姿で次世代に継承しうる流域圏･都市圏の再生

について、関係省庁、関係地方公共団体等からなる「琵琶湖･淀川流域圏の

再生協議会」を設置(16.4) 

○関係三府県知事懇談会(16.6)、流域圏再生の基本理念(案)のとりまとめ

(16.9)を行うとともに、主要検討事項 5 項目について WG を設置して検討中 

○16 年度末琵琶湖･淀川流域圏再生計画を策定予定 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

奈良県 奈良市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○奈良町都市景観形成地区 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

 橿原市 《全国都市再生モデル調査》 

□中南和の拠点としてのまちのにぎわいづくり332 

 

○16 年度調査実施 

○「ふるさと「なら」屋外広告物美観風致維持特区」と連携 

○地域再生計画「大和路歴史首都ルネッサンス事業計画―藤原京の時代―」と

連携 

 大淀町 《全国都市再生モデル調査》 

□下市口駅前広場並びに循環道路整備を通じたまちづく

り333 

 

○15 年度調査実施 

  334  

和歌山県 和歌山県下 《都市再生プロジェクト》 

基幹的広域防災拠点の整備 （13.6 決定） 

○大阪圏における基幹的広域防災拠点の必要性も含め、

広域防災拠点の適正配置を検討 

 

○基幹的広域防災拠点及び広域防災拠点の配置ゾーン等を内容とする京阪神

広域防災拠点基本構想策定（15.6） 

  大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築 

 （13.6 決定） 

○大都市圏において廃棄物の発生抑制、資源としての再

使用、再利用を進め、資源循環の「環」を形成 

 

○京阪神圏において、関係各省及び 9 府県市からなる協議会を設置(14.7) 

○廃棄物の減量化目標の設定、廃棄物処理・リサイクル施設の整備、静脈物流

システムの構築、循環型社会形成に向けた環境整備等について、取りまとめ

を実施(15.3)し、施策を推進中 

○とりまとめの進捗状況についてフォローアップを実施(16.6) 

○エコタウンプランの策定に向け検討中（和歌山市） 

  大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

（13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置(13.11) 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認(14.6) 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催(16.7) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

和歌山県 和歌山県下 大都市圏における都市環境インフラの再生 （13.12 決定）

＜まとまりのある自然環境の保全＞ 

○大都市圏における残された貴重な財産であるまとまり

のある自然を保全。このため、自然環境を総点検した

上で、施策を強化 

○国及び地方の関係行政機関による「近畿圏における自然環境の総点検等に関

する検討会議」（16.3 発足）及び学識経験者による「近畿圏における自然

環境の総点検等に関する研究会」（16.8 発足）においてグランドデザイン

策定に向けた検討を実施 

  ＜海の再生＞ 

○水質汚濁が慢性化している大都市圏の「海」の再生 

○関係省庁、自治体からなる「大阪湾再生推進会議」を設立(15.7) 

○森・川・海のネットワークを通じて美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なに

わ）の海」を回復し、京阪神都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出

することを目標とした「大阪湾再生行動計画」を策定(16.3) 

○市民参加の実証実験・社会実験も積極的に展開中 

 和歌山市 《全国都市再生モデル調査》 

□ぶらくり丁地域活性化プロジェクト335 

 

□新観光産業育成による都市再生336 

 

○16 年度調査実施（㈱ぶらくり提案） 

 

○16 年度調査実施（和歌山観光・医療産業創造ネットワーク提案） 

○「和歌山元気まちおこし特区」と連携 

 新宮市 《全国都市再生モデル調査》 

□文化的景観整備と震災対策の調和を図った地域再生337

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「高野熊野世界遺産保全・活用計画」と連携 

  
338   

鳥取県 鳥取市 《全国都市再生モデル調査》 

□中心市街地型総合病院を核とした街区連鎖型再開発339

□城下町再生340 

 

○15 年度調査実施 

○16 年度調査実施 

  341   

島根県 島根県下 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□地域財のコミュニティ・トレードによる人材育成と地

域活性化342 

 

○16 年度調査実施(島根大学ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ論講座提案) 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

島根県 松江市 《全国都市再生モデル調査》 

□殿町地区再生343 

□都市型温泉地の再生344 

 

○15 年度調査実施 

○16 年度調査実施 

 益田市 《全国都市再生モデル調査》 

□益田駅前通り｢アートのまちづくり｣345 

 

○16 年度調査実施（益田まちづくり塾提案） 

○地域再生計画「益田市歴史・芸術文化・観光のまちづくり再生計画」と連携 

 大社町 《全国都市再生モデル調査》 

□出雲大社を中心とした門前町再生346 

 

○16 年度調査実施 

  347  

岡山県 岡山市・倉敷

市等 
《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□公共交通の再生・活用による都市モビリティの向上348

 

○15 年度調査実施（RACDA（路面電車と都市の未来を考える会）提案）（岡山

市） 

 岡山市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定 (15.7) 

 岡山駅東・表町地域(47ha)349 

 

＜岡山駅東・表町地域＞ 

○幸町 10 番地区（出石小学校跡地）において事業プロポーザルを実施、優先

交渉権者を決定（16.3） 

 倉敷市 《全国都市再生モデル調査》 

□身の丈サイズのまちづくり350 

 

○15 年度調査実施 

○「くらしき広告景観特区」と連携 

○地域再生計画「『ひと、輝くまち倉敷。』再生計画」と連携 

 玉野市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

都市観光の推進 

 

○都市観光の推進のための地域別検討会を設置し、計画を策定（～15.5） 

  《全国都市再生モデル調査》 

□玉野みなと国際芸術祭事業化を活用したみなとまちづ

くり351 

 

○15 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

岡山県 湯原町 《全国都市再生モデル調査》 

□湯原温泉｢温泉プロフェッショナル育成｣プロジェクト
352 

 

○16 年度調査実施（湯原町旅館協同組合提案） 

  353  

広島県 広島県下 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□広島県産材を初めとする国産材利用の促進と地産地消

のまちづくり354 

 

○16 年度調査実施（広島東建築市場協議会提案） 

 広島市 《都市再生プロジェクト》 

地方中枢都市における先進的で個性ある都市づくり 

 （14.10 決定） 

＜水の都の再生＞ 

○河川や河岸緑地等の豊かな水辺を、民間の創意工夫を

最大限生かしうる空間として活用し「水の都ひろしま」

にふさわしい都市空間を創造 

 

 

 

○内閣官房を含む関係行政機関、民間団体、市民等からなる「水の都ひろしま

推進協議会」を設置（14.10） 

○市民と行政が協働し、より魅力的な水都文化の形成等を内容とする「水の都

ひろしま」構想を策定（15.1） 

○同協議会において、同構想の実現化を促進するための実施計画である「水の

都ひろしま」推進計画を策定（15.10） 

○国土交通事務次官通達による河川敷地占用許可準則の特例措置（16.3）を受

け、試行的取り組みとして民間主体によるオープンカフェ社会実験を実施

（16.7～） 

○NPO 法人運営による水辺のコンサート等、太田川の河川及び河岸緑地を積極

的に解放する取組を引き続き実施 

  《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定 (15.7) 

 広島駅周辺地域(73ha)355 

 

  《全国都市再生モデル調査》 

□「水の都ひろしま」の実現に向けたにぎわいづくり356

□既存ストックを有効活用した都心部の交通円滑化357 

□新たな都心のシンボル空間づくり358 

 

○15 年度調査実施 

○15 年度調査実施 

○16 年度調査実施 

 福山市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定 (16.5) 

 福山駅南地域(11ha)359 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

広島県 尾道市 《全国都市再生モデル調査》 

□尾道携帯観光ナビシステム｢どこでも博物館｣の活用に

よる地域活性化360 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人プラットフォーム・おのみち提案） 

 庄原市 《全国都市再生モデル調査》361 

□観光客 100 万人の市街地誘導による都市再生 

 
○15 年度調査実施 

 東広島市 《全国都市再生モデル調査》 

□中心市街地とその周辺部の連携による都市再生362 

 

○15 年度調査実施 

  363  

山口県 下関市 《全国都市再生モデル調査》 

□下関海峡パノラマ構想364 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「海峡パノラマ地区」 

○「全国都市再生ｲﾝ下関」の開催（16.7.26～27） 

○「下関地区水産業活性化特区」と連携 

 宇部市 《全国都市再生モデル調査》 

□都市空間のイメージ共有手法の開発365 

 

○15 年度調査実施（山口大学まちづくり研究所提案） 

 萩市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○「まちじゅう博物館」都市建設計画 

 

《全国都市再生モデル調査》 

□旧萩女子短期大学のストック（既存の建築物等）を活

用した都市再生366 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5)  

 

○15 年度調査実施 

 下松市 《全国都市再生モデル調査》 

□市民住民による、中心市街地の使い方や運用等の実地

検証367 

 

○15 年度調査実施（下松市/下松駅南地区まちづくり推進協議会提案） 

 岩国市 《全国都市再生モデル調査》 

□米軍岩国基地とタイアップしたまち興し368 

 

○16 年度調査実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

山口県 由宇町 《全国都市再生モデル調査》 

□自然との共生やリサイクルのまちづくりと震災対策を

媒介とした地域間ネットワーク369 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「役場周辺地区」 

  370   

徳島県 徳島県下 《都市再生プロジェクト》 

大阪圏におけるライフサイエンスの国際拠点形成 

 （13.8 決定） 

○ライフサイエンスの基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成 

 

○関係府省、関係地方公共団体、地元経済団体による「大阪圏ライフサイエン

ス推進協議会」を設置(13.11) 

○「関西ライフサイエンスの国際拠点形成基本構想」（関西バイオ推進会議策

定）の実現に向けて支援を行うことを確認(14.6) 

○医療基盤技術研究施設や起業化支援施設の整備等の事業をフォローアップ

するための協議会を開催(16.7) 

 徳島市 《全国都市再生モデル調査》 

□「まち舞台・とくしま」まちライフ再生371 

□川を生かしたまちづくり372 

 

○15 年度調査実施（徳島市/地域公団提案） 

○16 年度調査実施（NPO 法人新町川を守る会提案） 

 小松島市 《全国都市再生モデル調査》 

□港の｢食｣を要とした市民行政協働による持続的まちづ

くり373 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人港まちづくりファンタジーハーバーこまつしま提

案） 

  374  

香川県 香川県下 

直島町等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□瀬戸内ｱｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ構想375 

 

○16 年度調査実施（直島福武美術館財団提案）（直島町､丸亀市､岡山市､瀬戸

内海島嶼部） 

○地域再生計画「かがわ賑わい創出計画」と連携 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

香川県 高松市 《都市再生緊急整備地域》 

○1 地域を指定 (14.10) 

○一部を拡張(15.7) 

 高松駅周辺・丸亀町地域(51ha)376 

 

＜高松駅周辺・丸亀町地域＞ 

○丸亀町商店街 A 街区周辺地区において、高松丸亀町商店街 A 街区市街地再開

発組合からの都市再生特別地区の都市計画提案に基づき都市計画決定

（16.4） 

○JR 高松駅周辺再開発「サンポート高松」グランドオープン（16.5）、高松地

方合同庁舎着工（16.6） 

  《全国都市再生モデル調査》 

□地方都市開発におけるソフト事業による活性化377 

 

○15 年度調査実施（香川県/財団法人サンポート財団提案） 

○地域再生計画「高松市新都市拠点創成計画」と連携 

 牟礼町 《全国都市再生モデル調査》 

□原風景を活かした元気なまちづくり378 

 

○16 年度調査実施（むれ源平まちづくり協議会提案） 

○地域再生計画「牟礼町まちづくり計画」と連携 

  379   

愛媛県 松山市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

都市観光の推進 

○「坂の上の雲」フィールドミュージアム 

○「夢や希望を持ち、目標に向かって進む」という坂の

上の雲の精神を活かし、小説の登場人物にまつわる松

山市全域のポイントをフィールドミュージアムの対象

とした、市民参加型のまちづくりによる観光振興 

 

 

○都市観光の推進のための地域別検討会を設置し､計画を策定(15.5) 

○構造改革特区･観光立国と連携 

○モバイル端末等を利用した案内サービス提供システムを開発（総務省） 

○公共交通機関等を活用した市内回遊観光プログラムを策定(国交省 15 年度

～) 

○観光客誘致やおもてなし等のプログラムを策定(国交省 15 年度～) 

○市内中心部のロープウェー街の電線類の地中化に着手 (国交省 15 年度～) 

○まちづくり交付金事業、みちづくり交付金事業を実施(国交省 16 年度～) 

○｢松山市観て歩いて暮らせるまちづくり交通特区｣として､地域参加型のまち

づくり計画に基づく交通規制を実施 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

愛媛県 松山市 《全国都市再生モデル調査》 

□若者が創る『坂の上の雲』のまちづくり380 

 

 

 

□都市観光の推進＜Welcome to Matsuyama!国際観光都市

＞381 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「松山市中心地区」 

○「松山市観て歩いて暮らせるまちづくり交通特区」と連携 

 

○16 年度調査実施（ソフィア倶楽部提案） 

○「松山市観て歩いて暮らせるまちづくり交通特区」と連携 

○地域再生計画「『坂の上の雲』のまち再生計画構想」と連携 

 今治市 《全国都市再生モデル調査》 

□自立型地方都市再生のための地域力整備382 

 

○16 年度調査実施（今治市、朝倉村、玉川町、波方町、大西町、菊間町、関

前村、吉海町、宮窪町、伯方町、上浦町、大三島町） 

○「愛媛県東予地域外国人研修生受入れ特区」と連携 

 大洲市 《全国都市再生モデル調査》 

□上下流交流による地域コミュニティの再生383 

 

○16 年度調査実施（肱川流域会議水中めがね提案）（大洲市､肱川町など肱川

流域の 10 市町村） 

 内子町 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○地域特性を活かしたエコロジカルな住まいの提言 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

  384   

高知県 高知県下 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□「土佐の家」整備による循環型社会づくり385 

 

○16 年度調査実施（（社）西土佐環境･文化センター/四万十楽舎提案） 

 大豊町他 《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

□住民参加型総合情報発信システム386 

 

○15 年度調査実施（嶺北広域行政事務組合提案）（大豊町、本山町、土佐町、

大川村、本川村） 

 中村市 《全国都市再生モデル調査》 

□自然と文化をいかした町づくり（四万十川と小京都）387

 

○15 年度調査実施（四万十川流域住民ネットワーク提案） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

高知県 奈半利町 《全国都市再生モデル調査》 

□海辺を活かした交流空間形成388 

 

○15 年度調査実施 

 夜須町 《全国都市再生モデル調査》 

□ヤ・シイパークを中心とした国際的観光体験型リゾー

ト・リクリエーションゾーン形成389 

 

○16 年度調査実施 

 大方町 《全国都市再生モデル調査》 

□悠､遊､田舎暮らし390 

○16 年度調査実施（大方町/大方町あしたのまちづくり委員会提案） 

○地域再生計画「｢知」のネットワークが生む地域の活力―テレワークを用い

た地域再生プラン―」と連携 

  391   

福岡県 福岡県下 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏における環状道路体系の整備 （13.8 決定） 

○福岡圏における環状道路の整備 

 

○福岡外環状道路 福岡市博多区立花寺～井相田間（15.12）を供用開始 

○福岡外環状道路 福岡市南区的場～向新町間及び福岡高速 5 号線 福岡市

博多区板付～南区野多目間を供用開始（16.6） 

  北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成 

（14.7決定） 

○北部九州圏において、人・もの・情報のゲートウェイ

機能を活用しつつ、アジアにおける新しい産業交流拠

点を形成 

○アジア産業拠点形成連絡会（福岡県、北九州市、福岡市）を設置（14.7）し、

IT（LSI）、環境産業及び観光振興等の分野において各種施策を推進中 

○海外 12 か国及び九州 46 都市からなるアジア太平洋都市観光振興機構（副会

長：福岡市長）を設立、観光での連携を強化。第 2 回総会を福岡市で開催予

定（17.9） 

○博多駅周辺地域を都市再生緊急整備地域に指定（16.5、20ha） 

○「シリコンシーベルトサミット」を福岡にて開催（15.1、16.3） 

○内閣官房、関係省庁も出席し東京連絡会を開催（15.3） 

○日中都市間における相互人材開発プログラム（都市再生モデル調査）16 年

実施中 

○福岡システム LSI 総合開発センター開所（福岡市ももち地区）（16.11） 

○中国（4 都市）、韓国（3 都市）及び福岡市、山口県下関市、北九州市の計

10 都市からなる東アジア経済交流推進機構（議長：北九州市長）を設立

（16.11）。その中で環境産業についても、環黄海モデル地域の創出を目指

して連携を強化 

○北九州エコタウン事業対象地域の拡大（若松区響灘東部地区から市全域へ、

16.10 経済産業省・環境省承認） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

福岡県 福岡県下 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

高齢者の安心まちづくり 

 

○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

 北九州市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏における国際交流・物流機能の強化 （13.8 決定）

＜港湾＞ 

○大都市圏の国際港湾において、「いつでも、より速く、

より安く」を目標に、港湾の24時間フルオープン化や

輸出入等の手続きのワンストップサービス化、国際コ

ンテナターミナル機能強化を推進 

 

 

○北九州港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について、元日を除く 364 日 24 時間化が実現(13.11) 

○通関における検査時間の大幅な短縮を図るとともに、効果的かつ効率的な検

査を実施するため、コンテナをそのまま検査できる大型 X 線検査装置を配備 

○輸出入・港湾関連手続きのワンストップサービスを実現(15.7) 

○国際水準の高規格コンテナターミナル整備等の物流機能強化策を展開中 

  ＰＦＩ手法の一層の展開（13.8決定）  

○北九州港の国際コンテナターミナルについて、PFI 事業実施協定を締結

（16.2）、現在、16 年度内の供用開始に向けて施設整備中 

  北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成 

（14.7決定） 

○北部九州圏において、人・もの・情報のゲートウェイ

機能を活用しつつ、アジアにおける新しい産業交流拠

点を形成 

 

○アジア産業拠点形成連絡会（福岡県、北九州市、福岡市）を設置（14.7）し、

IT（LSI）、環境産業及び観光振興等の分野において各種施策を推進 

○中国（4 都市）、韓国（3 都市）及び福岡市、山口県下関市、北九州市の計

10 都市からなる東アジア経済交流推進機構（議長：北九州市長）を設立。

その中で環境産業についても、環黄海モデル地域の創出を目指して連携を強

化 

○北九州エコタウン事業対象地域の拡大（若松区響灘東部地区から市全域へ、

16.10 経済産業省・環境省承認） 

  《都市再生緊急整備地域》 

 ○2 地域を指定(14.10) 

  小倉駅周辺地域（52ha）392 

 

 

○室町一丁目地区市街地再開発「リバーウォーク北九州」第 2 期事業着工

（16.10） 

    北九州黒崎駅南地域（58ha）393  
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

福岡県 北九州市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

環境まちづくり 

○八幡東田地区グリーンビレッジ構想394 

 

○環境共生まちづくりの全国的なﾓﾃﾞﾙとなる取組として選定(15.6) 

○地域協議会において､取組を推進する上での課題･解決方策､国に対する提

案･要望等について検討｡これらを基に､16.6 に開催された関係府省連絡会議

において､各府省との間で意見交換を実施 

  高齢者の安心まちづくり ○「高齢者の安心生活協議会」に参加（14.11） 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □歴史的遺産を活用した門司港地区都市再生395 

 

 

 □八幡東田ｸﾞﾘｰﾝﾋﾞﾚｯｼﾞ構想396 

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「小倉都心・門司港レトロ地区集客活性化事業」と連携 

 

○16 年度調査実施 

○「市民力が創る「環境首都」北九州特区」、「北九州市国際物流特区」と連

携 

○地域再生計画「市民力が創る「環境首都」北九州」と連携 

 福岡市 《都市再生プロジェクト》 

大都市圏における国際交流・物流機能の強化 （13.8 決定）

＜港湾＞ 

○大都市圏の国際港湾において、「いつでも、より速く、

より安く」を目標に、港湾の24時間フルオープン化や

輸出入等の手続きのワンストップサービス化、国際コ

ンテナターミナル機能強化を推進 

 

○博多港において国際物流機能の強化を実施中 

○港湾荷役作業について、元日を除く 364 日 24 時間化が実現（13.11） 

○通関における検査時間の大幅な短縮を図るとともに、効果的かつ効率的な検

査を実施するため、コンテナをそのまま検査できる大型 X 線検査装置を配備 

○輸出入・港湾関連手続きのワンストップサービスを実現（15.7） 

○国際水準の高規格コンテナターミナル整備等の物流機能強化策を展開中 

  ＰＦＩ手法の一層の展開 （13.8決定） 

 

 

○九州大学（元岡）研究教育棟、総合地球環境学研究所（上賀茂）の PFI 事業）

については、事業契約を締結し PFI 事業を実施中（16 年度） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

福岡県 福岡市 北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成 

（14.7決定） 

○北部九州圏において、人・もの・情報のゲートウェイ

機能を活用しつつ、アジアにおける新しい産業交流拠

点を形成 

 

○アジア産業拠点形成連絡会（福岡県、北九州市、福岡市）を設置（14.7）し、

IT（LSI）、環境産業及び観光振興等の分野において各種施策を推進中 

○海外 12 か国及び九州 46 都市からなるアジア太平洋都市観光振興機構（副会

長：福岡市長）を設立、観光での連携を強化。第 2 回総会を福岡市で開催予

定（17.9） 

○「シリコンシーベルトサミット」を福岡にて開催（15.1、16.3） 

○福岡システム LSI 総合開発センター開所（福岡市ももち地区）（16.11） 

○中国（4 都市）、韓国（3 都市）及び福岡市、山口県下関市、北九州市の計

10 都市からなる東アジア経済交流推進機構（議長：北九州市長）を設立

（16.11）。その中で環境産業についても、環黄海モデル地域の創出を目指

して連携を強化 

  《都市再生緊急整備地域》 

 ○2 地域を指定(14.10)  

  福岡香椎・臨海東地域（241ha）397 

 

 

○ドコモ九州香椎ビル竣工（15.9） 

    福岡天神・渡辺通地域（79ha）398 ○新天神地下街建設事業について、金融支援等のための国土交通大臣認定

（16.3） 

   ○1 地域を指定(16.5) 

  博多駅周辺地域（21ha）399 

 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □公共交通を補完する自転車活用システム400 

 

 □日中都市間におけるﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾝ相互交流401 

 

 

 □博多駅地区における交通結節点とまちづくり402 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人タウンモービルネットワーク提案） 

 

○16 年度調査実施（福岡市/(財)福岡ｱｼﾞｱ都市研究所提案） 

○地域再生計画「九州・アジアの賑わいの都「福岡」」と連携 

 

○16 年度調査実施（(社) 九州･山口経済連合会提案） 

 久留米市 《全国都市再生モデル調査》 

 □河川を活かした多目的活用構想403 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「豊かな自然を活かした体験型観光振興計画」と連携 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

福岡県 直方市 《全国都市再生モデル調査》 

 □河川環境学習を中心とした都市再生404 

 

○15 年度調査実施（NPO 法人直方川づくりの会提案） 

 飯塚市 《全国都市再生モデル調査》 

 □観光及び大衆文化の拠点と関連市街地の再生405 

 

○15 年度調査実施 

 柳川市 《全国都市再生モデル調査》 

 □歴史的地区文化的掘割（クリーク）景観を活かした賑

わい交流のまちづくり406 

 

○15 年度調査実施 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「外堀地区」 

 八女市 《全国都市再生モデル調査》 

 □歴史的市街地を活かしたまちづくり407 

 

○16 年度調査実施 

 大川市 《全国都市再生モデル調査》 

 □インテリアモール整備計画408 

 

○15 年度調査実施（大川未来塾提案） 

 太宰府市 《全国都市再生モデル調査》 

 □古代の巨大な防塁遺跡の歴史学習､文化活動交流拠点
409 

 

○16 年度調査実施（協同組合地域づくり九州提案） 

 前原市 《全国都市再生モデル調査》 

 □九州大学キャンパス建設を契機とした地域の新たな

まちづくり410 

 

○15 年度調査実施 

 新宮町 《全国都市再生モデル調査》 

 □水循環の環境共生を中心とした新中心市街地構想411 

 

○15 年度調査実施 

  412   

佐賀県 佐賀市 《全国都市再生モデル調査》 

 □市民と大学による現代遺産（閉鎖再開発ビル）の再生413

 

 □市街地の交流人口拡大と活性化414 

 

○15 年度調査実施（活気ある中心市街地づくり研究会提案） 

 

○16 年度調査実施（活気ある中心市街地づくり研究会提案） 
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都道府県 市町村 施策 進捗状況等 

佐賀県 唐津市 《全国都市再生モデル調査》 

 □市街地再生への一里塚構想415 

 

 □唐津･海遊浪漫都市構想416 

 

○15 年度調査実施 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「海とリゾートの町からつの再生計画」と連携 

 鹿島市 《全国都市再生モデル調査》 

 □浜宿独自の水文化に根付いた伝統的建造物群利活用417

 

○16 年度調査実施（肥前浜宿水とまちなみの会提案） 

  418   

長崎県 

 

長崎県下 

田平町等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □「オランダ街道」交流街道419 

 

○15 年度調査実施（オランダ街道推進協議会提案）（平戸市、田平町、江迎

町、吉井町） 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）田平町「日の浦地区」 

 長崎市 《全国都市再生モデル調査》 

 □長崎駅前東地区整備420 

 

○15 年度調査実施 

 対馬市 《全国都市再生モデル調査》 

 □離島における中心市街地の再生421 

 

○16 年度調査実施（城下 21 の会(別称:城下町まちづくり協議会)提案） 

○地域再生計画「対馬交流人口拡大事業支援プログラム」と連携 

  422  

熊本県 熊本市 《全国都市再生モデル調査》 

 □河川を活かした都市づくり人材づくり423 

 

 □河原町プロジェクト424  

 

 □JR 熊本駅周辺まちづくり425 

 

○15 年度調査実施 

 

○15 年度調査実施（熊本まちなみトラスト提案） 

 

○16 年度調査実施 
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熊本県 荒尾市 《全国都市再生モデル調査》 

 □駅を中心とする新しいコミュニティの創設426 

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「荒尾市における中小企業及び観光と農漁業の共生対流事業」

と連携 

  427   

大分県 大分市 《全国都市再生モデル調査》 

 □大分駅南における民学産官まちづくりｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ428 

 

○16 年度調査実施（大分大学まちなか研究室提案） 

 別府市 《全国都市再生モデル調査》 

 □移住ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽの可能性429 

 

○16 年度調査実施（別府八湯竹瓦倶楽部提案） 

○地域再生計画「世界の健康回復都市「別府」きれい・元気づくり（ONSEN・

ツーリズム」と連携 

 臼杵市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

歴史的たたずまいを継承した街並み・まちづくり 

○歴史的町並みを活かしたまちづくり 

 

○歴史的たたずまいを継承した街並み･まちづくり協議会に参加し、歴史的街

並み・まちづくりを進めるための規制の活用・見直し、事業の推進施策をと

りまとめ(15.5) 

○中心市街地で、ｱｰｹｰﾄﾞ撤去・電線類地中化によりもともとの街並み景観を活

かした趣のある空間に修景 

○観光客の増加（市全体観光客数 12 年度：45 万人→14 年度：58 万人（3 割

増）） 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □町並みスローライフ430 

 

○15 年度調査実施 

○「全国都市再生ｲﾝうすき」を開催（16.6.22～23） 

○まちづくり交付金新規採択（16 年度）「臼杵城跡周辺地区」 

○地域再生計画「スローライフと地場産業と観光の融合による日本の正しいふ

るさとづくり」と連携 

 竹田市 《全国都市再生モデル調査》 

 □まちごと博物館431 

 

○15 年度調査実施（竹田研究所提案） 
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大分県 湯布院町 《全国都市再生モデル調査》 

 □美しい由布院を持続するソフト策の充実と人づくり432

 

○15 年度調査実施（由布院温泉観光協会提案） 

 中津江村 《全国都市再生モデル調査》 

 □2002 年 W 杯の成果を継承･発展させた地域づくり433 

 

○16 年度調査実施 

○地域再生計画「活力ある森の里・サッカーと笑顔の顔づくり」と連携 

  434  

宮崎県 都城市 《全国都市再生モデル調査》 

 □ｳｪﾙﾈｽｼﾃｨ支援ｼｽﾃﾑ435 

 

○16 年度調査実施（NPO 法人大淀川流域ﾈｯﾄﾜｰｸ提案） 

 日南市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

環境まちづくり 

○油津地区歴史を活かした町並み環境整備事業436 

 

 

○環境共生まちづくりの全国的なﾓﾃﾞﾙとなる取組として選定(15.6) 

○地域協議会において､取組を推進する上での課題･解決方策､国に対する提

案･要望等について検討｡これらを基に､16.6 に開催された関係府省連絡会議

において､各府省との間で意見交換を実施 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □油津地区・歴史的資産を活用したみちづくり・まちづ

くり437 

 

○15 年度調査実施 

  438   

鹿児島県 鹿児島県下

指宿市等 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □住んでよし､訪れてよしのｲﾌﾞｷの国づくり439 

 

○16 年度調査実施（いぶすき町づくり協議会提案）（指宿市、揖宿郡） 

 国分市 《全国都市再生モデル調査》 

 □地方都市中心市街地の整備440 

 

○15 年度調査実施 

○地域再生計画「水と人とがふれあう夢のあるまち国分」と連携 

 薩摩川内市 《全国都市再生モデル調査》 

 □河川舟運の復活による都市再生441 

 

○16 年度調査実施（旧川内市） 

  442   
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沖縄県 

 

 

沖縄本島

内全域 

《全国都市再生モデル調査》※県内広域で実施分 

 □市街地における水辺空間の再生443 

 

○15 年度調査実施（沖縄県/沖縄玉水ネットワーク提案）（沖縄本島内全域） 

 那覇市 《都市再生緊急整備地域》 

 ○1 地域を指定(15.7)  

  那覇旭橋駅東地域（11ha）444 

 

 

○地域内の市街地再開発事業の事業主体となる「旭橋都市再開発株式会社」設

立(15.8)  

  《全国都市再生モデル調査》 

 □都市モノレール美栄橋駅前周辺地域整備445 

 

 □｢やちむんの里｣づくり446 

 

 □国際通りを中心としたｽﾄｰﾘｰ演出によるまちづくり447 

 

○15 年度調査実施（那覇市沖映通り商店街振興組合提案） 

 

○15 年度調査実施 

 

○16 年度調査実施 

 具志川市 《全国都市再生モデル調査》 

 □住民発意による緑地ネットワーク448 

 

○15 年度調査実施（具志川市/地域振興整備公団提案） 

 石垣市 《全国都市再生：共通的課題への対応》 

都市観光の推進 

○海に開かれた交流による都市観光の推進 

○海に開かれたゲートウェイと中心市街地との連携強化と

あわせ、竹富島、西表島等の周辺離島、周辺観光地との

交流を促進することによる観光振興と市街地活性化 

 

○都市観光の推進のための地域別検討会を設置し、計画を策定（～15.5） 

○観光立国と連携 

○観光、地域、環境情報を一元的に提供する「とぅもーるネットセンター」を

整備中（総務省） 

○周辺離島への観光の拠点となる離島ターミナル等を整備（国交省 15 年度

～） 

○離島ターミナルと中心市街地を結ぶ街路を修景緑化（内閣府 15 年度～） 

○まちづくり交付金活用のための整備計画策定準備中 

  《全国都市再生モデル調査》 

 □都市観光の推進＜海に開かれた交流によるまちづくり

＞449 

 

○15 年度調査実施 

○｢全国都市再生ｲﾝ石垣｣を開催(16.5.14～15)450 
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沖縄県 浦添市 《全国都市再生モデル調査》 

 □未利用地(斜面緑地)の自然緑地保全のため整備手法及

び集約換地による高度利用区の土地利用451 

 

○16 年度調査実施 

 沖縄市 《全国都市再生モデル調査》 

 □総合的雨水対策検討452 

 

○16 年度調査実施 

  453  
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